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大学機関別認証評価自己評価実施要項（平成２９年度実施分）（抜粋）（案）

別紙２

観点に対応する関係法令及び分析する際の留意点、根拠資料・データ等例

ここには、基本的な観点に対応する関係法令及び観点を分析する際の留意点を掲

載するとともに、分析を行う際に必要と考えられる資料・データ等を例示してあり

ます。なお、必要と考えられる資料・データ等については、機構が必須と定めるも

のを除き、あくまでも例示であり、必ずしも記載された資料・データ等の全てを要

求するものではありません。各対象大学の目的や状況等に応じた資料・データ等を

用意してください。

また、別紙３「大学現況票について」（5961～69頁）に従って「大学現況票」（「平

均入学定員充足率計算表」を含む。）を作成し、提出してください。

基準１ 大学の目的

１－１ 大学の目的（使命、教育研究活動を展開する上での基本的な方針、達成しよう

としている基本的な成果等）が明確に定められており、その内容が学校教育法に

規定されている、大学一般に求められる目的に適合するものであること。

１－１－① 大学の目的（学部、学科又は課程等の目的を含む。）が、学則等に明確に

定められ、その目的が、学校教育法第83条に規定された、大学一般に求め

られる目的に適合しているか。

【関係法令等】

・学校教育法第83条（目的）

・大学設置基準第２条（教育研究上の目的）、第40条の４（大学等の名称）

【留意点】
○ 目的とは、「大学の使命、教育研究活動を行うに当たっての基本的な方針、及

び養成しようとする人材像を含めた、達成しようとする基本的な成果等」をいう。
各大学が持つ設立の趣旨、理念、歴史、環境条件等を踏まえ、社会の中で果たそ
うとする役割や機能、個性や特色を明確にした上で、その大学の機関としての目

的を明確に定めていることが必要。
○ 大学の目的のほか、学部、学科又は課程（大学の教育研究上の基本組織）等ご

とに、人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的を、学則、学部規則
又は学科規則等の適切な形式により定められていることが必要。

○ 「大学一般に求められる目的に適合しているか」については、目的そのもの

が学校教育法に規定された目的に適合しているかを分析。

○ 大学の目的以外に、中期目標、中期計画等、大学がその運営に関する期間を

定めた目標等を有している場合には、その内容を示すことも可能。

【根拠となる資料・データ等例】
・学則等の該当箇所

・大学の理念、憲章等
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１－１－② 大学院を有する大学においては、大学院の目的（研究科又は専攻等の目

的を含む。）が、学則等に明確に定められ、その目的が、学校教育法第99条

に規定された、大学院一般に求められる目的に適合しているか。

【関係法令等】

・学校教育法第99条（大学院及び専門職大学院の目的）

・大学院設置基準第１条の２（教育研究上の目的）、第22条の４（研究科等の名称）

・専門職大学院設置基準第２条（専門職学位課程）、第42条（その他の基準）

【留意点】
○ 大学院の目的のほか、研究科又は専攻（大学院の教育研究上の基本組織）等

ごとに、人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的を学則、大学院規
則、研究科規則又は専攻規則等の適切な形式により定められていることが必要。

○ 「大学院一般に求められる目的に適合しているか」については、目的そのも
のが学校教育法に規定された目的に適合しているかを分析。

【根拠となる資料・データ等例】
・学則等の該当箇所

・大学の理念、憲章等
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基準２ 教育研究組織

２－１ 教育研究に係る基本的な組織構成（学部及びその学科、研究科及びその専攻、

その他の組織並びに教養教育の実施体制）が、大学の目的に照らして適切なもの

であること。

２－１－① 学部及びその学科の構成（学部、学科以外の基本的組織を設置している場合

には、その構成）が、学士課程における教育研究の目的を達成する上で適切

なものとなっているか。

【関係法令等】

・学校教育法第85条（学部）、第86条（夜間において授業を行う学部）

・大学設置基準第３条（学部）、第４条（学科）、第５条（課程）、第６条（学部以

外の基本組織）、第50条（国際連携学科の設置）、第57条（外国に設ける組織）

【留意点】
○ 学部及びその学科等の構成（組織、規模内容等）が、学士課程における教育

研究の目的と整合性がとれているかを分析。
○ 構成の分析に当たっては、学部及び学科等の種類とその概要を明示。

【根拠となる資料・データ等例】
・「大学現況票」別紙様式〔提出必須〕
・共同教育課程を置いている場合は、大学間で取り交わされた協定書、運営のため

の協議会の設置を定める文書及びその協議会の開催状況が分かる資料

・国際連携学科を置いている場合は、大学間で取り交わされた協定書、運営のため

の協議会の設置を定める文書及びその協議会の開催状況が分かる資料

２－１－② 教養教育の体制が適切に整備されているか。

【関係法令等】

・大学設置基準第19条（教育課程の編成方針）、第43条第１項（共同教育課程の編

成）、第51条第1項（国際連携教育課程の編成）

【留意点】
○ 教養教育の体制について、組織の役割や構成、実施組織の人的規模やバラン

ス、組織間の連携や意思決定プロセス、責任の所在等が確認できる資料・デー
タを用いて、整備状況を分析。

○ ２以上のキャンパスで教養教育を実施する大学にあっては、各々の実施体制、
実施上の工夫や学生移動の状況等を分析。

● この観点においては、教養教育の実施体制について分析。教養教育の具体的
内容については、基準５において分析。

【根拠となる資料・データ等例】
・教養教育の実施体制（組織・規模内容等）が確認できる資料、構成図等
・教養教育を実施するための責任体制（全学共通教育委員会等）が確認できる資

料、組織規則等
・教養教育の実施体制に関する検討状況が確認できる資料、具体的な検討事例等

２－１－③ 研究科及びその専攻の構成（研究科、専攻以外の基本的組織を設置してい

る場合には、その構成）が、大学院課程における教育研究の目的を達成する

上で適切なものとなっているか。

【関係法令等】

・学校教育法第100条（研究科）、第101条（夜間又は通信による研究科）、第103条
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（大学院のみを置く大学）

・大学院設置基準第２条（大学院の課程）、第２条の２（専ら夜間において教育を

行う大学院の課程）、第３条（修士課程）、第４条（博士課程）、第５条（研究科）、

第６条（専攻）、第７条（研究科と学部等の関係）、第７条の２（複数の大学が

協力して教育研究を行う研究科）、第７条の３（研究科以外の基本組織）、第23

条（独立大学院）、第23条の２、第35条（国際連携専攻の設置）、第43条（医学、

歯学、薬学又は獣医学を履修する博士課程に関する特例）、第44条（外国に設け

る組織）

・専門職大学院設置基準第２条（専門職学位課程）、第18条（法科大学院の課程）、

第26条（教職大学院の課程）、第35条（国際連携専攻の設置）、第42条（その他

の基準）

【留意点】
○ 研究科及びその専攻、課程等の構成（組織、規模内容等）が、大学院課程に

おける教育研究の目的と整合性がとれているかを分析。
○ 構成の分析に当たっては、研究科及び専攻、課程等の種類とその概要を明示。
○ 研究科及び専攻を組織するに当たって、当該大学の附置研究所等、又は他の

大学院や研究機関等が協力して実施している場合には、その連携体制や協力体
制を分析。

○ 専門職学位課程を有する場合は同様に分析。

【根拠となる資料・データ等例】
・「大学現況票」別紙様式〔提出必須〕
・共同教育課程を置いている場合は、大学間で取り交わされた協定書、運営のため

の協議会の設置を定める文書及びその協議会の開催状況が分かる資料
・国際連携専攻を置いている場合は、大学間で取り交わされた協定書、運営のため

の協議会の設置を定める文書及びその協議会の開催状況が分かる資料

２－１－④ 専攻科、別科を設置している場合には、その構成が教育研究の目的を達

成する上で適切なものとなっているか。

【関係法令等】

・学校教育法第91条（専攻科及び別科）

【留意点】
○ 専攻科、別科の構成（組織、規模内容等）が、大学の目的と整合性がとれて

いるかを分析。
○ 構成の分析に当たっては、専攻科、別科の種類とその概要を明示。

【根拠となる資料・データ等例】
・「大学現況票」別紙様式〔提出必須〕

２－１－⑤ 附属施設、センター等が、教育研究の目的を達成する上で適切なものと

なっているか。

【関係法令等】

・大学設置基準第39条（附属施設）

【留意点】
○ 附属施設、センター等の種類とその概要等を用いて、その役割を分析。
○ 実質的な教育活動（大学院課程における研究指導を含む。）が確認できる資料

やデータ等を用いて、機能状況を分析。
○ 特定の学部又は学科に置かれる組織については、大学設置基準第39条に基づ

き設置が必要とされる附属学校や附属病院等を分析。
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● 附属施設、センター等の主たる目的が教育活動に係る支援（例えば、入学支
援、学習支援や生活支援等）である場合は、基準４や基準７等の該当する基準
において分析。

● 教育活動を担わない附属施設、センターについては、分析の対象外。

【根拠となる資料・データ等例】
・附属施設、センター等の目的や役割が確認できる資料
・教育研究組織の一部としての附属施設、センター等の具体的な教育活動等への

寄与が確認できる資料

２－２ 教育活動を展開する上で必要な運営体制が適切に整備され、機能していること。

２－２－① 教授会等が、教育活動に係る重要事項を審議するための必要な活動を行っ

ているか。

また、教育課程や教育方法等を検討する教務委員会等の組織が、適切に

構成されており、必要な活動を行っているか。

【関係法令等】

・学校教育法第93条（教授会）

・学校教育法施行規則第143条

【留意点】
〈教授会等の分析に関する留意点〉
○ 教授会等とは、教授会（代議員会を含む。）のほか、例えば、国立大学法人の

教育研究評議会及び公立大学法人の教育研究審議機関をいう。
○ 教授会等について、組織の役割（審議事項）や構成、実施組織の人的規模や

バランス、組織間の連携や意思決定プロセス、責任の所在等（代議員会を設置
している場合は、構成員や権限委任事項等）が確認できる資料・データを用い
て、整備状況を分析。

○ 実質的な活動状況等が確認できる資料・データを用いて、機能状況を分析。
会議開催回数も１つの側面であるが、具体的な審議内容等により実質的な活動
が行われているかを分析。

○ 大学院を有する場合は同様に分析。

〈教務委員会等の分析に関する留意点〉
○ 「適切な構成」については、体制の整備状況（組織の役割や構成、人的規模・

バランス、組織間の連携・意思決定プロセス・責任の所在等）の視点から分析。
○ 実質的な活動の状況、改善に向けた検討状況等が確認できる資料・データを

用いて、機能状況を分析。会議開催回数も１つの側面であるが、具体的な審議
内容等により実質的な活動が行われているかを分析。

○ 大学院において教務委員会等を組織している場合は同様に分析。

【根拠となる資料・データ等例】
・教授会等の組織構成図、運営規則等
・教授会等の審議状況が確認できる資料、具体的な審議事例等
・教務委員会等の組織構成図、運営規則等
・教務委員会等の審議状況が確認できる資料、具体的な検討事例等
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基準３ 教員及び教育支援者

３－１ 教育活動を展開するために必要な教員が適切に配置されていること。

３－１－① 教員の適切な役割分担の下で、組織的な連携体制が確保され、教育研究に係

る責任の所在が明確にされた教員組織編制がなされているか。

【関係法令等】

・大学設置基準第７条（教員組織）

・大学院設置基準第８条（教員組織）

・専門職大学院設置基準第４条（教員組織）、第42条（その他の基準）

【留意点】
○ 教員の所属する教員組織（学部等、あるいは研究科等）及び学部・研究科の兼

務の状況について分析。その際、所属教員組織とは異なる教育実施組織（教育部

や学府と称される組織）を編制している場合には、両者間の関係についても分析。

○ 大学の附置研究所等、又は他の大学院や研究機関等が協力（連携大学院、連
合大学院等）して大学院教育を実施している場合には、研究科又は専攻の教員
組織編制についての連携体制、協力体制を分析。

○ 学部と大学院が異なる教員組織編制を有する場合は、各々の組織を分析。

○ それぞれの教員組織における責任体制（学部であれば学部長、学科であれば

学科長あるいは学科主任等）について分析。

○ この観点では、教育研究上の基本組織の編制についてのみ分析。

【根拠となる資料・データ等例】
・学部・学科や研究科・専攻等ごとの教員組織編制が確認できる資料（教員組織

体制、責任体制等）

３－１－② 学士課程において、教育活動を展開するために必要な教員が確保されている

か。また、教育上主要と認める授業科目には、専任の教授又は准教授を配置し

ているか。

【関係法令等】

・大学設置基準第７条（教員組織）、第10条（授業科目の担当）、第12条（専任教

員）、第13条（専任教員数）、第31条（科目等履修生等）、第46条（共同学科に係

る専任教員数）、第55条（国際連携学科に係る専任教員数）、第60条（段階的整

備）、別表第一（学部の種類及び規模に応じ定める専任教員数）、別表第二（大

学全体の収容定員に応じ定める専任教員数）

・大学通信教育設置基準第９条（専任教員数）

・平成16年12月15日文部科学省告示第175号（大学設置基準別表第一イ備考第九号

の規定に基づき薬学関係（臨床に係る実践的な能力を培うことを主たる目的と

するもの）の学部に係る専任教員について定める件）

・平成15年３月31日文部科学省告示第44号（大学設置基準第45条の規定に基づく

新たに大学等を設置する場合の教員組織、校舎等の施設及設備の段階的な整備）

【留意点】
○ 大学の目的に照らして、必要な教員が（質、量の両面において）確保されて

いるかを分析。助手や非常勤講師等の配置状況を分析。
○ 教育上主要と認める授業科目への専任の教授又は准教授の配置状況（割合等）

を分析する際は、どのような科目を主要と認めるかについても必要に応じて分
析。

○ 大学の目的に照らした必要性という視点とともに、関連法令における基準が
あることから、法令に適合しているかを分析。

○ 法令に適合しているかという視点では、専任教員数を提示するだけでなく、
大学設置基準第13条の別表第一、別表第二及び各別表の備考、薬学関係の学部
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に係る専任教員（平成16年12月15日文部科学省告示第175号）との整合性につい
て分析。

○ 授業を担当しない教員は、専任教員数に含めない。

【根拠となる資料・データ等例】
・「大学現況票」別紙様式〔提出必須〕
・教育上主要と認める授業科目の専任の教授・准教授の担当状況、常勤と非常勤

のバランス等が確認できる資料・データ

・薬学関係の学部における実務の経験を有する専任教員の実務経験を確認できる資

料

３－１－③ 大学院課程において、教育活動を展開するために必要な教員が確保されて

いるか。

【関係法令等】

・大学院設置基準第８条（教員組織）、第９条、第９条の２（一定規模数以上の入

学定員の大学院研究科の教員組織）、第15条（大学設置基準の準用）、第27条（通

信教育を併せ行う場合の教員組織）、第40条（国際連携専攻に係る専任教員数）、

第45条（段階的整備）

・専門職大学院設置基準第４条（教員組織）、第５条、第40条（国際連携専攻に係

る専任教員数）、第42条（その他の基準）、附則第２項、第３項

・平成11年９月14日文部省告示第175号（大学院設置基準第９条の規定に基づく大

学院に専攻ごとに置くものとする教員の数）、第176号（大学院設置基準第９条

の２の規定に基づく大学院の研究科における一個の専攻当たりの入学定員の一

定規模数を専門分野ごとに定める告示）

・平成15年３月31日文部科学省告示第50号（大学院設置基準第33条の規定に基づ

く新たに大学院等を設置する場合の教員組織、校舎等の施設及び設備の段階的

な整備）

・平成15年３月31日文部科学省告示第53号（専門職大学院設置基準第５条第１項

等の規定に基づく専門職大学院に関し必要な事項）

【留意点】
○ 大学院課程の目的に照らして、必要な教員が（質、量の両面において）確保

されているかを分析。
○ 大学院課程の目的に照らした必要性という視点とともに、関連法令における

基準があることから、法令に適合しているかを分析。
○ 法令に適合しているかという視点では、

・ 専門職学位課程を除く大学院課程においては、研究指導教員数、研究指導
補助教員数を課程別、職位別に提示するだけでなく、大学院設置基準第９条
及び第９条の２、大学院設置基準第９条の規定に基づく大学院に専攻ごとに
置くものとする教員の数（平成11年９月14日文部省告示第175号）、大学院設
置基準第９条の２の規定に基づく大学院の研究科における一個の専攻当たり
の入学定員の一定規模数を専門分野ごとに定める告示（平成11年９月14日文
部省告示第176号）

・ 専門職学位課程においては、専門職大学院設置基準第５条、専門職大学院
設置基準第５条第１項等の規定に基づく専門職大学院に関し必要な事項（平
成15年３月31日文部科学省告示第53号）第１条及び第２条

との適合性について分析。
○ 平成30年度までは教職大学院の専任教員を学士課程・修士課程・博士課程前

期の担当教員についてはその３分の１を超えない範囲で、博士課程（前期を除
く。）の担当教員については３分の１を超えて、専任教員の数に算入することが
できるものとされており、該当がある場合は、これら教員の算入状況を分析。

【根拠となる資料・データ等例】
・「大学現況票」別紙様式〔提出必須〕
・授業科目と研究指導の担当状況、常勤と非常勤のバランス等が確認できる資料・
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データ

〈専門職学位課程の分析に関する資料・データ等例〉
・実務家教員の実務経験が確認できる資料
・みなし専任教員の授業担当状況、組織運営面への参画状況等が確認できる資料

３－１－④ 大学の目的に応じて、教員組織の活動をより活性化するための適切な措

置が講じられているか。

【関係法令等】

・大学設置基準第７条第３項（教員組織）

・大学院設置基準第８条第５項（教員組織）

・専門職大学院設置基準第42条（その他の基準）

・女性の職業生活における活躍の推進に関する法律第４条（事業主の責務）

【留意点】
○ 大学の目的や状況に応じ、教員組織の活動をより活性化させるための適切な

措置が講じられているかに加えて、その実績を分析。
○ 教員の年齢分布について分析。
○ 性別のバランスへの配慮（女性教員の採用に関する数値目標の設定、出産・

育児等と教育研究の両立を可能とする制度・体制の整備等）について分析。
○ 外国人教員の確保、公募制、任期制、テニュア制度（終身在職権）、サバティ

カル制度（教員研究休暇制度（海外派遣制度を含む。））や優秀教員評価制度の
導入等について分析。

【根拠となる資料・データ等例】
・教員組織の活動をより活性化するための適切な措置が確認できる資料
・教員の年齢分布や性別の割合が確認できる資料（提出必須）
・女性教員の採用に関する数値目標の設定、出産・育児等と教育研究の両立を可

能とする制度・体制を整備について確認できる資料
・外国人教員や実務家教員の確保がなされている場合には、その任用状況
・公募制、任期制、テニュア制度、サバティカル制度を導入している場合には、

その概要及び実施状況
・優秀教員評価制度を導入している場合には、その概要及び実施状況

３－２ 教員の採用及び昇格等に当たって、明確な基準が定められ、適切に運用されて

いること。また、教員の教育及び研究活動等に関する評価が継続的に実施され、

教員の資質が適切に維持されていること。

３－２－① 教員の採用基準や昇格基準等が明確に定められ、適切に運用がなされて

いるか。特に、学士課程においては、教育上の指導能力の評価、また大学

院課程においては、教育研究上の指導能力の評価が行われているか。

【関係法令等】

・学校教育法第92条（学長、教授その他の職員）

・大学設置基準第14条（教授の資格）、第15条（准教授の資格）、第16条（講師の

資格）、第16条の２（助教の資格）、第17条（助手の資格）

・大学院設置基準第９条

・専門職大学院設置基準第５条

・男女雇用機会均等法第５条（性別を理由とする差別の禁止）、第８条（女性労働

者に係る措置に関する特例）

【留意点】
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○ 教員の採用や昇格等に際し、学士課程においては、教育上の指導能力の評価、
大学院課程においては、教育研究上の指導能力（専門職学位課程にあっては教
育上の指導能力）の評価をどのように実施しているかを含めて分析。

○ 根拠資料・データに基づき自己評価を行う必要があるが、個人情報に関する
ものなど外部に持ち出すことが困難なものについては、現物を訪問調査時に確
認。

【根拠となる資料・データ等例】
・教員の採用基準、昇格基準、教員選考規則等
・学士課程における教育上の指導能力に関する評価の実施状況が確認できる資料
・大学院課程における教育研究上の指導能力（専門職学位課程にあっては教育上

の指導能力）に関する評価の実施状況が確認できる資料

３－２－② 教員の教育及び研究活動等に関する評価が継続的に行われているか。ま

た、その結果把握された事項に対して適切な取組がなされているか。

【留意点】
○ 教員の「教育」及び「研究」活動に関する評価が継続的（定期的）に行われ

ているかを分析。いわゆる、業績評価（一般的には、「教育」、「研究」、「管理運
営」、「社会貢献」の４領域についての評価）が実施されている場合は、その分
析で可。

○ 評価結果を、個々の教員の処遇や教育・研究費配分等に反映させている場合
には、その状況を分析。

○ 根拠資料・データに基づき自己評価を行う必要があるが、個人情報に関する
ものなど外部に持ち出すことが困難なものについては、現物を訪問調査時に確
認。

【根拠となる資料・データ等例】
・教員の業績評価の内容、実施方法、実施状況が確認できる資料（業績評価に関連

する規則、実施要項、業績評価結果の報告書等）

３－３ 教育活動を展開するために必要な教育支援者の配置や教育補助者の活用が適切

に行われていること。

３－３－① 教育活動を展開するために必要な事務職員、技術職員等の教育支援者が適切

に配置されているか。また、ＴＡ等の教育補助者の活用が図られているか。

【関係法令等】

・学校教育法第92条（学長、教授その他の職員）、第114条（準用規定）

・大学設置基準第10条第２項（授業科目の担当）、第38条第３項（図書等の資料及

び図書館）、第42条（厚生補導の組織）

【留意点】
○ 教育課程を展開する上で（大学の目的等に照らして）必要な教務関係や厚生

補導等を担う事務職員、教育活動の支援や補助等を行う技術職員、図書館専門
職員等の配置状況を分析。（「図書館専門職員」については、本冊子6466頁を参
照。）

○ 演習、実験、実習又は実技を伴う授業を補助する助手等の配置、ＴＡ等の教
育補助者の配置状況及び活用状況を分析。

● 総務、経理等の事務職員はこの観点における分析に含めず、基準９において
分析。

【根拠となる資料・データ等例】
・「大学現況票」別紙様式〔提出必須〕
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・教務関係等事務組織図及び事務職員の事務分掌、配置状況が確認できる資料
・教育活動に関わる技術職員、図書館専門職員等の配置状況が確認できる資料
・演習、実験、実習又は実技を伴う授業を補助する助手等の配置やＴＡ等の配置

状況、活用状況が確認できる資料
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基準４ 学生の受入

４－１ 入学者受入方針（アドミッション・ポリシー）が明確に定められ、それに沿っ

て、適切な学生の受入が実施されていること。

４－１－① 入学者受入方針（アドミッション・ポリシー）が明確に定められている

か。

【関係法令等】

・学校教育法施行規則第165条の２

・「卒業認定・学位授与の方針」（ディプロマ・ポリシー）、「教育課程編成・実施

の方針」（カリキュラム・ポリシー）及び「入学者受入れの方針」（アドミッシ

ョン・ポリシー）の策定及び運用に関するガイドライン（平成28年３月31日中

央教育審議会大学分科会大学教育部会）

【留意点】
○ 入学者受入方針とは、各大学、学部・学科等の教育理念、学位授与方針、教

育課程の編成・実施方針に基づく教育内容等を踏まえ、どのように入学者を受

け入れるかを定める基本的な方針であり、受け入れる学生に求める学習成果（「学

力の３要素（（１）知識・技能、（２）思考力・判断力・表現力等の能力、（３）

主体性を持って多様な人々と協働して学ぶ態度）」についてどのような成果を求

めるか）を示すものをいう。

○ 入学者受入方針では、「求める学生像」及び「入学者選抜の基本方針」の双方
を示すことが必要。

○ 「求める学生像」においては、入学に際し必要な基礎学力についての記述が

求められる。

○ 求める学生像については、学位授与方針及び教育課程の編成・実施方針を踏

まえ、「学力の３要素」を念頭に置きながら、求める学生が、入学前にどのよう

な多様な能力をどのようにして身に付けてきたか、入学後にどのような能力を

どのようにして身に付けられるかなど、多様な学生を評価できるような入学者

選抜の在り方について、具体的に示しているか分析。入学前に学習しておくこ

とが期待される内容についても示しているか分析。

○ 入学者選抜の基本方針については、入学者受入方針を具現化するためにどの

ような評価方法を多角的に活用し、それぞれの評価方法をどの程度の比重で扱

うのか等を具体的に示しているか分析。

○ 大学院を有する場合は同様に分析。

【根拠となる資料・データ等例】
・入学者受入方針が確認できる資料

４－１－② 入学者受入方針に沿って、適切な学生の受入方法が採用されているか。

【関係法令等】

・学校教育法第90条（入学資格）、第102条（大学院の入学資格）

・学校教育法施行規則第150条、第151条、第153条、第154条、第155条第１項、

第156条、第159条、第160条

・専門職大学院設置基準第19条（法科大学院の入学者選抜）、第20条

・平成15年３月31日文部科学省告示第53号（専門職大学院設置基準第５条第１項

等の規定に基づく専門職大学院に関し必要な事項）

・その他各種文部科学省告示

【留意点】
○ 「適切な学生の受入方法が採用されているか」については、入学者選抜の基

本方針に沿って、適切な入学者選抜の方法（一般入試、特別入試、学力検査、
面接等）を採用しているかを分析。
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○ 特に、推薦入試やＡＯ入試等の特別入試を実施している場合は、学生の受入
方法が入学者受入方針に沿っているかを分析。

○ 秋期入学（10月等）を実施している場合は、その実施状況を分析。
○ 留学生、社会人、編入学生についても同様に分析。なお、これらの学生につ

いて、入学者受入方針を別に定めている場合には、それに基づいて分析。
○ 大学院を有する場合は同様に分析。

【根拠となる資料・データ等例】
・入学者選抜要項
・入学試験実施状況
・面接要領
・留学生、社会人、編入学生のための入学者選抜要項
・留学生、社会人、編入学生のための入学試験実施状況
・留学生、社会人、編入学生のための面接要領

４－１－③ 入学者選抜が適切な実施体制により、公正に実施されているか。

【関係法令等】

・大学設置基準第２条の２（入学者選抜）

・大学院設置基準第１条の３（入学者選抜）

【留意点】
○ 「適切な実施体制」については、体制の整備状況（組織の役割、構成、人的

規模・バランス、組織間の連携・意思決定プロセス・責任の所在等）の視点か
ら分析。

○ 大学院を有する場合は同様に分析。

【根拠となる資料・データ等例】
・入学者選抜の実施体制及び実施状況が確認できる資料
・入試委員会等の実施組織が確認できる資料
・入学者選抜の試験実施に係る実施要項、実施マニュアル等

４－１－④ 入学者受入方針に沿った学生の受入が実際に行われているかどうかを検

証するための取組が行われており、その結果を入学者選抜の改善に役立て

ているか。

【留意点】
○ 検証するための組織、取組等（改善のための情報収集等の取組を含む。）の状

況が確認できる資料・データを用いて分析。
○ 検証の結果を入学者選抜の改善にどのような形で反映させたかについて、そ

れが確認できる具体的改善事例を用いて分析。
○ 大学院を有する場合は同様に分析。

【根拠となる資料・データ等例】
・学生の受入状況を検証する組織、方法が確認できる資料
・学生の受入状況を検証し、入学者選抜の改善を反映させたことを示す具体的事

例等

４－２ 実入学者数が入学定員と比較して適正な数となっていること。

４－２－① 実入学者数が、入学定員を大幅に超える、又は大幅に下回る状況になって

いないか。また、その場合には、これを改善するための取組が行われるなど、
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入学定員と実入学者数との関係の適正化が図られているか。

【関係法令等】

・大学設置基準第18条（収容定員）、第50条第３項（国際連携学科の設置）

・大学院設置基準第10条（収容定員）、第35条第３項（国際連携専攻の設置）

・専門職大学院設置基準第35条第３項（国際連携専攻の設置）、第42条（その他の

基準）

・平成15年３月31日文部科学省告示第45号（大学、大学院、短期大学及び高等専

門学校の設置等に係る認可の基準）

【留意点】
○ 実入学者数等については、「平均入学定員充足率計算表」を用いて過去５年間

のデータを分析。
○ 分析は、学部の学科又は研究科の専攻のほか、学部単位その他の組織単位で

学生募集を行っている場合には、その組織単位とする。
○ 実入学者数には、秋期入学者のほか、国費留学生や外国政府派遣留学生等の

入学者を含める。
○ 学生募集を行う組織単位ごとの過去５年間の入学定員に対する実入学者の割

合の平均がに関しては、適切な教育環境を確保する観点から分析し、「1.3倍以
上」、又は「0.7倍未満」の場合には、「大幅に超える、又は大幅に下回る」と判
断する。

○ 実入学者数が「入学定員を大幅に超える、又は大幅に下回る」状況になって
いる場合には、その適正化を図る取組がなされているかを分析。

○ 専攻科、別科を有する場合は同様に分析。

【根拠となる資料・データ等例】
・「大学現況票」別紙様式（「平均入学定員充足率計算表」を含む。）〔提出必須〕
・実入学者数が、入学定員を大幅に超える、又は大幅に下回る状況になっている

場合、入学定員と実入学者数との関係の改善を図った具体的事例等
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基準５ 教育内容及び方法

＜学士課程＞

５－１ 教育課程の編成・実施方針（カリキュラム・ポリシー）が明確に定められ、そ

れに基づいて教育課程が体系的に編成されており、その内容、水準が授与される

学位名において適切であること。

５－１－① 教育課程の編成・実施方針（カリキュラム・ポリシー）が明確に定めら

れているか。

【関係法令等】

・学校教育法施行規則第165条の２

・大学設置基準第19条（教育課程の編成方針）、第20条（教育課程の編成方法）、

第43条（共同教育課程の編成）、第51条（国際連携教育課程の編成）

・「卒業認定・学位授与の方針」（ディプロマ・ポリシー）、「教育課程編成・実施

の方針」（カリキュラム・ポリシー）及び「入学者受入れの方針」（アドミッシ

ョン・ポリシー）の策定及び運用に関するガイドライン（平成28年３月31日中

央教育審議会大学分科会大学教育部会）

【留意点】
○ 教育課程の編成・実施方針とは、教育課程の編成及び実施方法に関する基本

的な考え方をまとめたものをいう。

○ 教育課程の編成・実施方針とは、学位授与方針の達成のために、どのような

教育課程を編成し、どのような教育内容・方法を実施し、学習成果をどのよう

に評価するのかを定める基本的な方針をいう。

○ 教育課程の編成・実施方針は、上記の関係法令等を踏まえたものであることが

必要。

○ 教育課程の編成・実施方針は、授与される学位の専攻分野ごとの入学から卒

業までの課程（以下「学位プログラム」という。）ごとに策定することを基本と

するが、各大学の実情に応じて、全学や学部・学科等を策定単位として策定す

ることも考えられ、その場合には、学位授与方針との一体性・整合性があるも

のとして策定することが求められる。

【根拠となる資料・データ等例】
・教育課程の編成・実施方針が確認できる資料

５－１－② 教育課程の編成・実施方針に基づいて、教育課程が体系的に編成されて

おり、その内容、水準が授与される学位名において適切なものになってい

るか。

【関係法令等】

・大学設置基準第19条（教育課程の編成方針）、第20条（教育課程の編成方法）、

第43条（共同教育課程の編成）、第51条（国際連携教育課程の編成）

【留意点】
○ 教育課程の編成・実施方針に基づいて、教育の目的や授与される学位に照ら

して、それにふさわしい教育の効果が見込める教育課程、授業科目、授業内容
となっているかを分析。

○ 初年次教育の実施、教養教育及び専門教育のバランス、必修科目・選択科目
等の配当やコース・ナンバリング等、教育課程の編成・実施方針に基づいて、
授業科目が適切に配置され、教育課程の体系性が確保されているかを分析。

○ 教育課程の体系性については、カリキュラム・マップ、コース・ツリーや履
修モデル等を用いて分析。

○ 授与される学位について明示。
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○ 根拠となる資料・データについては、網羅的に示すのではなく、自己評価を
する上で必要と考えられるものを大学の判断によって提示。

【根拠となる資料・データ等例】
・授業科目の開設状況（コース、教養・専門基礎・専門等の分類、年次配当、必

修・選択等の別）
・授業科目案内、履修要項、シラバス等、授業内容が確認できる資料等の該当箇

所
・授業時間割
・カリキュラム・マップ、コース・ツリー、履修モデル、コース・ナンバリング

等

５－１－③ 教育課程の編成又は授業科目の内容において、学生の多様なニーズ、学

術の発展動向、社会からの要請等に配慮しているか。

【関係法令等】

・大学設置基準第28条（他の大学又は短期大学における授業科目の履修等）、第29

条（大学以外の教育施設等における学修）、第30条（入学前の既修得単位等の認

定）、第30条の２（長期にわたる教育課程の履修）、第42条の２（社会的及び職

業的自立を図るために必要な能力を培うための体制）

・大学通信教育設置基準第７条（大学以外の教育施設等における学修）

・平成３年６月５日文部省告示第68号（大学設置基準第29条第１項の規定による

大学が単位を与えることができる学修）

【留意点】
○ 学生の多様なニーズ、学術の発展動向、社会からの要請等に対して、大学と

してどのように捉え、教育課程の編成や授業科目の内容に配慮しているかを、
取組等の状況が確認できる資料・データを用いて分析。

○ 社会的及び職業的自立を図るために必要な能力を培うための配慮、授業科目
への学術の発展動向（担当教員の研究成果を含む。）の反映、他学部の授業科目
の履修、インターンシップによる単位認定、編入学や秋期入学への配慮、修士
（博士前期）課程教育との連携、国内外の他大学との単位互換・交換留学制度
の実施、ダブル・ディグリー制度の導入等、学生の多様なニーズ、学術の発展
動向、社会からの要請等に対応した教育課程の編成又は授業科目の内容に配慮
しているかを分析。

○ 学士課程において、文部科学省「国公私立大学を通じた大学教育改革の支援」
事業等の競争的資金に採択された取組を実施している場合には、教育への反映
やその効果を分析。

○ 根拠となる資料・データについては、網羅的に示すのではなく、自己評価す
る上で必要と考えられるものを大学の判断によって提示。

【根拠となる資料・データ等例】
・教育課程の編成又は授業科目の内容において、社会的及び職業的自立を図るた

めに必要な能力を培うための配慮をしている場合は、それが確認できる資料
・教育課程の編成又は授業科目の内容に、学術の発展動向を反映していることが

確認できる資料（教育課程表、シラバス、教員総覧等の該当箇所）
・他学部の授業科目の履修を認めている場合には、その実施状況が確認できる資

料
・インターンシップを実施している場合には、その実施状況が確認できる資料（実

施要項、提携・受入企業、派遣・単位認定実績等）
・編入学生や秋期入学への配慮を行っている場合には、その実施状況が確認でき

る資料
・大学院課程教育との連携を実施している場合には、その実施状況が確認できる

資料
・国内外の他大学との単位互換・交換留学制度を実施している場合は、その実施
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状況が確認できる資料
・ダブル・ディグリー制度を導入している場合は、その実施状況が確認できる資

料
・前回の認証評価以降に採択された、文部科学省「国公私立大学を通じた大学教

育改革の支援」事業等の競争的資金について、取組を実施している場合には、「採
択期間」「支援事業名」「採択事業名」「簡潔な事業内容、教育への反映やその効
果」を含めた一覧表（学士課程に係るもの）

・これらのほか、大学以外の教育施設等での学修を認めている場合や、入学前の
既修得単位の認定を認めている場合には、その実施状況が確認できる資料

５－２ 教育課程を展開するにふさわしい授業形態、学習指導法等が整備されているこ

と。

５－２－① 教育の目的に照らして、講義、演習、実験、実習等の授業形態の組合せ・

バランスが適切であり、それぞれの教育内容に応じた適切な学習指導法が

採用されているか。

【関係法令等】

・大学設置基準第24条（授業を行う学生数）、第25条（授業の方法）、第39条の２

（薬学実務実習に必要な施設）

・平成13年３月30日文部科学省告示第51号（大学設置基準第25条第２項の規定に

基づく大学が履修させることができる授業等）

【留意点】
○ 教育の目的に照らして十分な教育効果が得られるように、授業形態（講義、

演習、実験、実習等）の組合せ・バランスが適切なものになっているかを分析。
○ 各科目で教育効果を高めるための適切な工夫が行われているかを分析。
○ 少人数授業、対話・討論型授業、ＰＢＬ型授業、フィールド型授業、講義や

実験等の併用型授業、多様なメディアを高度に利用した授業、ＴＡの活用等、
教育の目的に照らして、授業形態の組合せ・バランスが適切であり、それぞれ
の授業内容に応じた適切な学習指導法の工夫がなされているかについて分析。

○ 学士課程において、文部科学省「国公私立大学を通じた大学教育改革の支援」
事業等に採択された取組を実施している場合には、その実施状況（支援期間終
了後の展開を含む。）のほか、教育への反映やその効果を分析。

○ 主たる授業形態として、多様なメディアを利用した授業を実施している場合
は、「対面授業に相当する教育効果を有すると認められるか」について分析。

○ 根拠となる資料・データについては、網羅的に示すのではなく、自己評価す
る上で必要と考えられるものを大学の判断によって提示。

【根拠となる資料・データ等例】
・学生便覧、シラバス、授業科目案内、履修要項等、教育課程の中での授業形態

の組合せ・バランスが確認できる資料
・学習指導法の工夫が確認できる資料（シラバス、受講学生数（履修学生数、単

位修得学生数）が確認できる資料、該当する事柄を記した冊子等の資料）

５－２－② 単位の実質化への配慮がなされているか。

【関係法令等】

・大学設置基準第21条（単位）、第22条（一年間の授業期間）、第23条（各授業科

目の授業期間）、第27条（単位の授与）、第27条の２（履修科目の登録の上限）

・大学通信教育設置基準第４条、第５条（単位の計算方法）

【留意点】
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○ １年間の授業を行う期間が、定期試験等の期間を含め、35週確保されている
かを分析。

〇 各授業科目の授業が、10週又は15週にわたる期間を単位として行われている
かを分析。なお、10週又は15週と異なる授業期間を設定する場合は、教育上の
必要に加え、10週又は15週を期間として授業を行う場合と同等以上の十分な教
育効果をあげているかを分析。

○ 学生の主体的な学習を促し、十分かつ必要な学習時間を確保するような工夫
がなされているかを分析。（学生が準備学習・復習等、主体的な学習を行えるよ
うな授業時間外の学習時間の確保、学生の主体的な学習を促すための組織的な
履修指導、シラバスを利用した準備学習の指示、レポート提出や小テストの実
施、履修科目の登録の上限設定等。）

○ 学生の学習時間（授業内学習時間、授業外学習時間（準備学習・復習）等）
について分析。

○ 医学部又は歯学部において、単位制度に代えて授業時間制を採用している場
合は同様に分析。

● この観点においては、直接的な教育の方法という視点から分析。図書館の利
用時間の延長、講義室利用許可制、自習室の設置等、自主学習を促すための支
援体制の整備については、基準７において分析。

【根拠となる資料・データ等例】
・「大学現況票」別紙様式〔提出必須〕
・１年間の授業を行う期間及び各授業科目の授業を行う期間が確認できる資料（学

年暦、年間スケジュール等）
・学生の学習時間に関する調査結果
・授業時間外の学習を促すための工夫について、その実施状況が確認できる資料
・履修登録の上限設定（ＣＡＰ制度）を実施している場合には、その実施状況が

確認できる資料

５－２－③ 適切なシラバスが作成され、活用されているか。

【関係法令等】

・大学設置基準第25条の２（成績評価基準等の明示等）

【留意点】
○ 授業名、担当教員名、授業の目的・到達目標、各回の授業内容、成績評価方

法、成績評価基準、準備学習等についての具体的な指示、教科書・参考文献、
履修条件等が記載されており、学生が各授業科目の準備学習等を進めるための
基本となるものとして、全科目、全項目について記入されているかを分析。

○ 根拠資料として、シラバスの該当箇所（電子シラバスを含む。）を抜粋してサン
プル的に示す方法も考えられる。

○ 各授業のシラバスが作成要領等に従って適切に作成されていることを、組織と

して確認する取組について分析。
○ 準備学習等の指示等で、シラバスを補っている方法が組織的に採用されていれ

ば、その実施状況を分析。

○ 学生の活用状況（科目選択、準備学習に利用等）を分析。

【根拠となる資料・データ等例】
・シラバス（電子シラバスの場合はＵＲＬ等）
・シラバス作成に関する規則、作成要項等
・アンケート等によるシラバスの活用状況に関する調査・分析結果等

５－２－④ 基礎学力不足の学生への配慮等が組織的に行われているか。

【留意点】
○ 補習授業や能力別講義の開講等の基礎学力不足の学生への配慮が組織的に行
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われているかを分析。
○ 学生の基礎学力不足の状況を把握するための取組（学力試験の実施やＴＯＥ

ＩＣテストの活用等）が行われていれば、その資料・データ等を用いて分析。

【根拠となる資料・データ等例】
・補習授業や能力別講義の開講等、基礎学力不足の学生への配慮が確認できる資

料

５－２－⑤ 夜間において授業を実施している課程（夜間学部や昼夜開講制（夜間主

コース））を置いている場合には、その課程に在籍する学生に配慮した適切

な時間割の設定等がなされ、適切な指導が行われているか。

【関係法令等】

・学校教育法第86条（夜間において授業を行う学部）

・大学設置基準第25条（授業の方法）、第26条（昼夜開講制）

・平成15年３月31日文部科学省告示第43号（大学設置基準第25条第４項の規定に

基づく大学が授業の一部を校舎及び附属施設以外の場所で行う場合）

【留意点】
○ 夜間課程に在籍する学生に配慮した適切な時間割の設定等がなされているか、

実施状況を分析。
○ 履修計画等において適切な指導が行われているか、指導状況を分析。
○ サテライトキャンパスにおいて夜間等の開講を行う場合は、当該施設の活用

状況のほか、メインキャンパスとの関係についても分析。

【根拠となる資料・データ等例】
・授業時間割
・多様なメディアを利用した授業や履修指導を行っている場合には、その実施状

況が確認できる資料
・長期履修制度を導入している場合には、その実施状況や活用状況が確認できる

資料
・サテライトキャンパスを設置している場合には、講義室、演習室、自習室、図

書室等の活用状況が確認できる資料

５－２－⑥ 通信教育を行う課程を置いている場合には、印刷教材等による授業（添

削等による指導を含む。）、放送授業、面接授業（スクーリングを含む。）若

しくはメディアを利用して行う授業の実施方法が整備され、適切な指導が

行われているか。

【関係法令等】

・大学設置基準第25条（授業の方法）

・大学通信教育設置基準第３条（授業の方法等）

・平成13年３月30日文部科学省告示第51号（大学設置基準第25条第２項の規定に

基づく大学が履修させることができる授業等）

【留意点】
○ 講義室における授業形態と同様の教育効果が得られるような配慮がなされて

いるか、特にメディアを利用して行う授業においては、双方向性の担保や指導
補助者の配置、学生の意見交換の機会等、対面授業と同等の教育効果が得られ
るような配慮がなされているか、整備状況について分析。

○ 印刷教材等による授業、放送授業及びメディアを利用して行う授業の場合に
は、添削や質疑応答等による指導が行われているか、指導状況について分析。

【根拠となる資料・データ等例】
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・授業の実施方法（同時性・非同時性、双方向性・非双方向性）について確認で
きる資料（シラバス、履修要項、教材等の該当箇所）

・添削等による指導、質問の受付、チューターの利用、学生間のコミュニケーシ
ョン等、対面授業と同等以上の教育効果を確保するための方法について確認で
きる資料

５－３ 学位授与方針（ディプロマ・ポリシー）が明確に定められ、それに照らして、

成績評価や単位認定、卒業認定が適切に実施され、有効なものになっていること。

５－３－① 学位授与方針（ディプロマ・ポリシー）が明確に定められているか。

【関係法令等】

・学校教育法施行規則第165条の２

・大学設置基準第32条（卒業の要件）、第45条（共同学科に係る卒業の要件）、第5

4条（国際連携学科に係る卒業の要件）

・「卒業認定・学位授与の方針」（ディプロマ・ポリシー）、「教育課程編成・実施

の方針」（カリキュラム・ポリシー）及び「入学者受入れの方針」（アドミッシ

ョン・ポリシー）の策定及び運用に関するガイドライン（平成28年３月31日中

央教育審議会大学分科会大学教育部会）

【留意点】
○ 学位授与方針とは、学位授与に関する基本的な考え方について、各大学が、

その独自性並びに特色を踏まえ、まとめたものをいう。この方針において、卒

業（修了）生に身に付けさせるべき知識及び能力について示すことが求められ

る。

○ 学位授与方針とは、各大学、学部・学科等の教育理念に基づき、具体的に、

どのような知識・能力を身に付けた者に卒業を認定し、学位を授与するのかを

定める方針であり、学生の学習の目標となるものをいう。

○ 学位授与方針は、学位プログラムごとに策定することを基本とするが、各大

学の実情に応じて、全学や学部・学科等を策定単位として策定することも考え

られ、その場合には、教育課程の編成・実施方針との一体性・整合性があるも

のとして策定することが求められる。

○ 「何ができるようになるか」に力点を置き、どのような学習成果を上げれば

卒業を認定し、学位を授与するのかをできる限り具体的に示すことが求められ

る。

○ 学生の進路先等社会における顕在・潜在ニーズを踏まえた上で策定している

か分析。

【根拠となる資料・データ等例】
・学位授与方針が確認できる資料

５－３－② 成績評価基準が組織として策定され、学生に周知されており、その基準

に従って、成績評価、単位認定が適切に実施されているか。

【関係法令等】

・大学設置基準第25条の２第２項（成績評価基準等の明示等）、第27条（単位の授
与）、第44条（共同教育課程に係る単位の認定）、第52条第２項（共同開設科目）、
第53条（国際連携教育課程に係る単位の認定）

【留意点】
○ 成績評価基準については、評点、評語（Ａ、Ｂ、Ｃ等）を適用する際の判断

の基準について組織として定めたものを分析。
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○ 成績評価基準について、例えば授業の出欠状況、レポート、中間テスト、最
終試験の組合せにより判定するといった成績評価方法も分析。

○ ＧＰＡ制度を実施している場合には、その実施状況について分析。
○ 学生に対して、刊行物の配布・ウェブサイトへの掲載等の方法により周知を

図っているかを分析。
○ 成績評価、単位認定が適切に実施されているかについて分析。
○ 根拠資料・データに基づき自己評価を行う必要があるが、個人情報に関する

もの等、外部に持ち出すことが困難なものについては、現物を訪問調査時に確
認。

【根拠となる資料・データ等例】
・成績評価基準、成績評価方法が確認できる資料
・ＧＰＡ制度を実施している場合には、その実施状況について確認できる資料
・成績評価基準を学生に周知していることを示すものとして、学生便覧、シラバ

ス、オリエンテーションの配布資料等の該当箇所
・成績評価の分布表

５－３－③ 成績評価等の客観性、厳格性を担保するための組織的な措置が講じられ

ているか。

【留意点】
○ 成績評価等の客観性、厳格性を担保するための組織的な措置について、その

実施状況を示す資料・データを用いて分析。
○ 成績評価分布についてのガイドライン（Ａをクラスの30％程度とするなど）

の策定や成績評価の妥当性の事後チェック（偏りの点検）、ＧＰＡの進級判定へ
の利用、異議申立てを受ける制度や答案の返却、模範解答あるいは採点基準の
提示等、成績評価等の客観性、厳格性を担保するための組織的な措置が講じら
れているかについて分析。

○ 成績評価分布の適切性について分析。
○ 異議申立てを受ける制度については、その提出先、様式等についても分析。

【根拠となる資料・データ等例】
・成績評価等の客観性、厳格性を担保するための組織的な措置が確認できる資料
・成績評価の分布表
・学生からの成績評価に関する申立ての手続きや学生への周知等が明示されてい

る資料
・申立ての内容及びその対応、申立ての件数等の資料・データ

５－３－④ 学位授与方針に従って卒業認定基準が組織として策定され、学生に周知

されており、その基準に従って卒業認定が適切に実施されているか。

【関係法令等】

・学校教育法第87条（修業年限）、第88条（相当期間の修業年限への通算）、

第89条（修業年限の特例）

・学校教育法施行規則第146条、第147条

・大学設置基準第25条の２第２項（成績評価基準等の明示等）、第32条（卒業
の要件）、第33条（授業時間制をとる場合の特例）、第45条（共同学科に係
る卒業の要件）、第54条（国際連携学科に係る卒業の要件）

【留意点】
○ 学位授与方針に従って、卒業認定基準が、卒業に必要な修得単位数を含めて、

組織として適切に策定されているかを分析。
○ 卒業認定基準を、学生に対して、刊行物の配布・ウェブサイトへの掲載等の

方法により周知を図っているかを分析。
○ 「適切に実施されているか」については、実際の運用が適切に行われている
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かについて、厳格性や一貫性の確保の面も含めて分析。
○ 根拠資料・データに基づき自己評価を行う必要があるが、個人情報に関する

もの等、外部に持ち出すことが困難なものについては、現物を訪問調査時に確
認。

【根拠となる資料・データ等例】
・卒業認定基準
・卒業認定基準を学生に周知していることを示すものとして、学生便覧、シラバ

ス、オリエンテーションの配布資料等の該当箇所
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＜大学院課程（専門職学位課程を含む。）＞

※ 基本的には各観点ともに、学士課程に準じて分析を行う。

５－４ 教育課程の編成・実施方針が明確に定められ、それに基づいて教育課程が体系

的に編成されており、その内容、水準が授与される学位名において適切であるこ

と。

【５－４全般に関する留意点】
○ 専門職学位課程においては、教育の目的及び授与される専門職学位に照らし

た分析とともに、専門職大学院設置基準、専門職大学院設置基準第５条第１項
等の規定に基づく専門職大学院に関し必要な事項（平成15年３月31日文部科学
省告示第53号）の適合性について分析。

５－４－① 教育課程の編成・実施方針が明確に定められているか。

【関係法令等】

・大学院設置基準第11条（教育課程の編成方針）、第31条（共同教育課程の編成）、

第36条（国際連携教育課程の編成）

・専門職大学院設置基準第６条（教育課程）、第32条（共同教育課程の編成）、第

36条（国際連携教育課程の編成）

５－４－② 教育課程の編成・実施方針に基づいて、教育課程が体系的に編成されて

おり、その内容、水準が授与される学位名において適切なものになってい

るか。

【関係法令等】

・大学院設置基準第11条（教育課程の編成方針）、第12条（授業及び研究指導）、

第31条（共同教育課程の編成）、第36条（国際連携教育課程の編成）

・専門職大学院設置基準第６条（教育課程）、第32条（共同教育課程の編成）、

第36条（国際連携教育課程の編成）、第42条（その他の基準）

・平成15年３月31日文部科学省告示第53号（専門職大学院設置基準第５条第１項

等の規定に基づく専門職大学院に関し必要な事項）

５－４－③ 教育課程の編成又は授業科目の内容において、学生の多様なニーズ、学

術の発展動向、社会からの要請等に配慮しているか。

【関係法令等】

・大学院設置基準第14条の３（教育内容等の改善のための組織的な研修等）、第15

条（大学設置基準の準用）

・専門職大学院設置基準第３条（標準修業年限の特例）、第13条（他の大学院にお

ける授業科目の履修等）、第14条（入学前の既修得単位等の認定）、第16条（専

門職大学院における在学期間の短縮）、第21条（他の大学院における授業科目の

履修等）、第22条（入学前の既修得単位等の認定）、第24条（法科大学院におけ

る在学期間の短縮）、第25条（法学既修者）、第27条（他の大学院における授業

科目の履修等）、第28条（入学前の既修得単位の認定）、第29条第２項（教職大

学院の課程の修了要件）、第30条（教職大学院における在学期間の短縮）、第42

条（その他の基準）

【留意点】

○ 専門職学位課程を除く大学院課程においては、授業科目への学術の発展動向

（担当教員の研究成果を含む。）の反映、外国語による授業の実施、他研究科の

授業科目の履修、他大学院との単位互換、インターンシップによる単位認定等、

秋期入学への配慮等、学生の多様なニーズ、研究成果の反映、学術の発展動向、
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社会からの要請等に対応した教育課程の編成又は授業科目の内容に配慮してい

るかを分析。

○ 専門職学位課程においては、授業科目への学術の発展動向（担当教員の研究

成果を含む。）や当該職業分野に関連する実践的内容の反映、インターンシップ

やエクスターンシップによる単位認定、秋期入学への配慮等、学生の多様なニー

ズ、研究成果の反映、学術の発展動向、社会からの要請等に対応した教育課程

の編成又は授業科目の内容に配慮しているかを分析。

○ 大学院課程（専門職学位課程を含む。）において、文部科学省「国公私立大学

を通じた大学教育改革の支援」事業等の競争的資金に採択された取組を実施し

ている場合には、教育への反映やその効果を分析。

【根拠となる資料・データ等例】

・前回の認証評価以降に採択された、文部科学省「国公私立大学を通じた大学教
育改革の支援」事業等の競争的資金について、取組を実施している場合には、「採
択期間」「支援事業名」「採択事業名」「簡潔な事業内容、教育への反映やその効
果」を含めた一覧表（大学院課程に係るもの）

５－５ 教育課程を展開するにふさわしい授業形態、学習指導法等（研究・論文指導を

含む。）が整備されていること。

【５－５全般に関する留意点】
○ 専門職学位課程においては、教育の目的や教育課程の編成の趣旨に照らした

分析とともに、専門職大学院設置基準、専門職大学院設置基準第５条第１項等
の規定に基づく専門職大学院に関し必要な事項（平成15年３月31日文部科学省
告示第53号）の適合性について分析。

５－５－① 教育の目的に照らして、講義、演習等の授業形態の組合せ・バランスが

適切であり、それぞれの教育内容に応じた適切な学習指導法が採用されて

いるか。

【関係法令等】

・大学院設置基準第15条（大学設置基準の準用）

・専門職大学院設置基準第７条（授業を行う学生数）、第８条（授業の方法等）、

第９条、第31条（連携協力校）、第42条（その他の基準）

・平成15年３月31日文部科学省告示第53号（専門職大学院設置基準第５条第１項

等の規定に基づく専門職大学院に関し必要な事項）

【留意点】

○ 少人数授業、対話・討論型授業、事例研究型授業、フィールド型授業、講義
や実験等の併用型授業、多様なメディアを高度に利用した授業等、教育の目的
に照らして、授業形態の組合せ・バランスが適切であり、それぞれの教育内容
に応じた適切な学習指導法の工夫がなされているかについて分析。

○ 大学院課程（専門職学位課程を含む。）において、文部科学省「国公私立大学

を通じた大学教育改革の支援」事業等に採択された取組を実施している場合に

は、その実施状況（支援期間終了後の展開も含めて）のほか、教育への反映や

その効果を分析。

５－５－② 単位の実質化への配慮がなされているか。

【関係法令等】

・大学院設置基準第15条（大学設置基準の準用）、第28条（大学通信教育設置基準

の準用）

・専門職大学院設置基準第９条、第12条（履修科目の登録の上限）、第42条（その
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他の基準）

・平成15年３月31日文部科学省告示第53号（専門職大学院設置基準第５条第１項

等の規定に基づく専門職大学院に関し必要な事項）

【留意点】

○ 専門職大学院課程を置いている場合は、履修登録の上限設定の実施状況を分析。

５－５－③ 適切なシラバスが作成され、活用されているか。

【関係法令等】

・大学院設置基準第14条の２（成績評価基準等の明示等）

・専門職大学院設置基準第10条（成績評価基準等の明示等）

５－５－④ 夜間において授業を実施している課程（夜間大学院や教育方法の特例）

を置いている場合には、その課程に在籍する学生に配慮した適切な時間割

の設定等がなされ、適切な指導が行われているか。

【関係法令等】

・大学院設置基準第２条の２（専ら夜間において教育を行う大学院の課程）、第14
条（教育方法の特例）、第15条（大学設置基準の準用）

・専門職大学院設置基準第42条（その他の基準）

【留意点】

○ 入学定員の一部で、教育方法の特例（大学院設置基準第14条）を実施し、夜
間その他特定の時間又は時期に授業を開講している場合には、その実施方法等
を分析。

５－５－⑤ 通信教育を行う課程を置いている場合には、印刷教材等による授業（添

削等による指導を含む。）、放送授業、面接授業（スクーリングを含む。）若

しくはメディアを利用して行う授業の実施方法が整備され、適切な指導が

行われているか。

【関係法令等】

・大学院設置基準第15条（大学設置基準の準用）、第25条（通信教育を行う課程）、
第26条（通信教育を行い得る専攻分野）、第27条（通信教育を併せ行う場合の教
員組織）、第28条（大学通信教育設置基準の準用）、第29条（通信教育を行う課
程を置く大学院の施設）、第30条（添削等のための組織等）

・専門職大学院設置基準第８条（授業の方法等）、第９条

・平成13年３月30日文部科学省告示第51号（大学設置基準第25条第２項の規定に

基づく大学が履修させることができる授業等）

５－５－⑥ 専門職学位課程を除く大学院課程においては、研究指導、学位論文（特

定課題研究の成果を含む。）に係る指導の体制が整備され、適切な計画に基

づいて指導が行われているか。

【関係法令等】

・大学院設置基準第11条（教育課程の編成方針）、第12条（授業及び研究指導）、

第13条（研究指導）、研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン

（平成26年８月、文部科学大臣決定）

【留意点】
○ 研究指導の基本方針や考え方を示しつつ分析。
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○ 指導体制の整備状況、指導の実施状況（研究倫理に関する教育・指導を含む。）

が適切に行われているかを分析。
○ 複数教員による指導体制、研究テーマ決定に対する指導、年間研究指導計画

の作成・活用、中間発表会の開催、国内外の学会への参加促進、他大学や産業
界との連携、ＴＡ・ＲＡとしての活動を通じた教育・研究能力の育成等、教育
の目的や研究指導の基本方針等に照らして、研究指導に対する適切な取組が行
われているかを分析。

○ 学位論文に代えて、特定課題研究を課している場合には同様に分析。
○ 研究指導体制と論文指導体制が異なる場合には、それぞれの体制も分析。
○ 根拠資料・データに基づき自己評価を行う必要があるが、個人情報に関する

もの等、外部に持ち出すことが困難なものについては、現物を訪問調査時に確
認。

【根拠となる資料・データ等例】
・研究指導、学位論文（特定課題研究の成果を含む。）指導体制が確認できる資料

（規則、申合せ等）
・研究指導計画書、研究指導報告書等、指導方法が確認できる資料
・国内外の学会への参加を促進している場合は、その状況が確認できる資料
・他大学や産業界との連携により、研究指導を実施している場合は、その状況が

確認できる資料
・ＴＡ・ＲＡとしての活動を通じた能力の育成、教育的機能の訓練を行っている場

合には、ＴＡ・ＲＡの採用、活用状況が確認できる資料

５－６ 学位授与方針が明確に定められ、それに照らして、成績評価や単位認定、修了

認定が適切に実施され、有効なものになっていること。

５－６－① 学位授与方針が明確に定められているか。

【関係法令等】

・大学院設置基準第16条（修士課程の修了要件）、第16条の２（博士課程の前期の

課程の取扱い）、第17条（博士課程の修了要件）、第33条（共同教育課程に係る

修了要件）、第39条（国際連携専攻に係る修了要件）、第43条（医学、歯学、薬

学又は獣医学を履修する博士課程に関する特例）

・専門職大学院設置基準第15条（専門職学位課程の修了要件）、第23条（法科大学

院の課程の修了要件）、第29条（教職大学院の課程の修了要件）、第34条（共同

教育課程に係る修了要件）、第39条（国際連携専攻に係る修了要件）

５－６－② 成績評価基準が組織として策定され、学生に周知されており、その基準

に従って、成績評価、単位認定が適切に実施されているか。

【関係法令等】

・大学院設置基準第14条の２第２項（成績評価基準等の明示等）、第15条（大学設

置基準の準用）、第32条（共同教育課程に係る単位の認定等）、第37条（共同開

設科目）、第38条（国際連携教育課程に係る単位の認定等）

・専門職大学院設置基準第10条第２項（成績評価基準等の明示等）、第33条（共同

教育課程に係る単位の認定）、第37条（共同開設科目）、第38条（国際連携教育

課程に係る単位の認定）、第42条（その他の基準）

５－６－③ 成績評価等の客観性、厳格性を担保するための組織的な措置が講じられ

ているか。
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５－６－④ 専門職学位課程を除く大学院課程においては、学位授与方針に従って、

学位論文に係る評価基準が組織として策定され、学生に周知されており、

適切な審査体制の下で、修了認定が適切に実施されているか。

また、専門職学位課程においては、学位授与方針に従って、修了認定基

準が組織として策定され、学生に周知されており、その基準に従って、修

了認定が適切に実施されているか。

【関係法令等】

・大学院設置基準第14条の２（成績評価基準等の明示等）、第16条（修士課程の修
了要件）、第16条の２（博士課程の前期の課程の取扱い）、第17条（博士課程の
修了要件）、第33条（共同教育課程に係る修了要件）、第39条（国際連携専攻に
係る修了要件）、第43条（医学、歯学、薬学又は獣医学を履修する博士課程に関
する特例）

・専門職大学院設置基準第10条第２項（成績評価基準等の明示等）、第15条（専門

職学位課程の修了要件）、第23条（法科大学院の課程の修了要件）、第29条（教

職大学院の課程の修了要件）、第34条（共同教育課程に係る修了要件）、第39条

（国際連携専攻に係る修了要件）、第42条（その他の基準）

【留意点】
〈専門職学位課程を除く大学院課程の分析に関する留意点〉
○ 学位授与方針に従って、学位論文（課題研究）に係る評価基準が組織として

適切に策定されているかを分析。（なお、ここでいう「評価基準」とは、審査の
手続きや審査を申請する要件（例えば、公表論文数の指定）ではなく、「どのよ
うな内容・体裁の論文を可とするか」を規定しているものをいう。）

○ 学生に対する周知状況を分析。
○ 審査体制の構築（組織の役割、組織の人的規模やバランス、組織間の連携や

意思決定プロセス、責任の所在等）や審査に至るまでの手続きについて整備状
況や当該審査体制の下で、適切に学位論文の審査（研究倫理に係る審査を含む。)

及び修了認定が行われているかを分析。
○ 学位論文（課題研究）に代えて、博士論文研究基礎力審査を課している場合

は同様に分析。
○ 根拠資料・データに基づき自己評価を行う必要があるが、個人情報に関する

ものなど外部に持ち出すことが困難なものについては、現物を訪問調査時に確
認。

〈専門職学位課程の分析に関する留意点〉
○ 専門職学位課程を有する場合は学士課程に準じて分析。

【根拠となる資料・データ等例】
・学位論文（特定課題研究の成果を含む。）に係る評価基準、審査手続き等
・学位論文に係る評価基準、審査手続き等を学生に周知していることを示すもの

として、学生便覧、シラバス、オリエンテーション時の配布資料等の該当箇所
・学位論文の審査体制、審査員の選考方法が確認できる資料
・審査及び試験に合格した学生の学位論文
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基準６ 学習成果

６－１ 教育の目的や養成しようとする人材像に照らして、学生が身に付けるべき知識・

技能・態度等について、学習成果が上がっていること。

６－１－① 各学年や卒業（修了）時等において学生が身に付けるべき知識・技能・

態度等について、単位修得、進級、卒業（修了）の状況、資格取得の状況

等から、あるいは卒業（学位）論文等の内容・水準から判断して、学習成

果が上がっているか。

【留意点】
○ 学生の在学中における状況から学習成果を分析。
○ 大学院を有する場合は同様に分析。

【根拠となる資料・データ等例】
・学部、研究科等ごとの標準修業年限内の卒業（修了）率（※１）及び「標準修業

年限×１．５」年内卒業（修了）率（※２）（過去５年分）〔提出必須〕
・単位修得率、進級率、留年・休学・退学の状況、資格取得者数、卒業（修士・

博士）論文、卒業制作

・研究活動の実績や成果を判断できる論文の採択・受賞状況、各種コンペティシ

ョン等の受賞状況

※１
標準修業年限内卒業（修了）率＝

標準修業年限で卒業（修了）した者の数（注１）

標準修業年限（例：４年制学部であれば４年）前の入学者数

（注１）長期履修制度を利用している学生については、長期履修年限を標準修業年限とする。

（例） ４年制学部についての平成28年度における標準修業年限内卒業率

平成25年度入学者数 200人

平成25年度入学者のうち、平成28年度卒業生 175人

標準修業年限内卒業率＝
175

＝87.5％
200

※２
（注２）

Ａのうち、（標準修業年限×１．５）年間に学位

「標準修業年限×１．５」年内卒業（修了）率＝
を取得した者の数（注３）

（標準修業年限×１．５）年前の入学者数（Ａ）

（注２）「標準修業年限×１．５」の算出において、端数がある場合は、１年として切り上げる。

（注３）博士課程においては、便宜上、単位取得満期退学後に学位を取得した者を含める。

（例） ４年制学部についての平成28年度における「標準修業年限×１．５」年内卒業率

平成23年度入学者数 100人

平成23年度入学者のうち、卒業生（平成26年度80人、平成27年度７人、平成28年度３人）

「標準修業年限×１．５」年内卒業率＝
80＋７＋３

＝90％
100

６－１－② 学習の達成度や満足度に関する学生からの意見聴取の結果等から判断し

て、学習成果が上がっているか。

【留意点】
○ 学生からの意見聴取の結果を踏まえて、学習成果を分析。
○ 学習の達成度や満足度に関するアンケート調査、学習ポートフォリオの分析

調査等、意見聴取の結果等から判断して、学習成果が上がっているかを分析。
○ 大学院を有する場合は同様に分析。
○ 卒業（修了）時アンケートの結果についても分析。
● 学生からの意見聴取による教育課程、教育方法の改善については、観点８－１

－②において分析。
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【根拠となる資料・データ等例】
・学生からの意見聴取（学習の達成度や満足度に関するアンケート調査、学習ポー

トフォリオの分析調査、懇談会、インタビュー等）の概要及びその結果が確認
できる資料

６－２ 卒業（修了）後の進路状況等から判断して、学習成果が上がっていること。

６－２－① 就職や進学といった卒業（修了）後の進路の状況等の実績から判断して、

学習成果が上がっているか。

【留意点】
○ 卒業（修了）後の状況から学習成果を分析。
○ 大学院を有する場合は同様に分析。

【根拠となる資料・データ等例】
・学部・研究科等ごとの進学率（過去５年分程度）〔提出必須〕、進学先
・学部・研究科等ごとの卒業（修了）生に占める就職者の割合（就職者数／卒業

（修了）生数）、就職率（就職者数／就職希望者数）（過去５年分程度）〔提出必
須〕、就職先

・卒業（修了）生の社会での活躍等が確認できる資料（新聞記事等）

６－２－② 卒業（修了）生や、就職先等の関係者からの意見聴取の結果から判断し

て、学習成果が上がっているか。

【留意点】
○ 卒業（修了）後、一定年限を経過した卒業（修了）生及び就職先等の関係者

からの意見聴取等の結果を踏まえて、学習成果を分析。
○ 大学が現在把握している根拠資料・データの中から、間接的又は部分的であっ

ても、状況が客観的に裏付けられるものを示しつつ分析。
○ 大学院を有する場合は同様に分析。

● 卒業（修了）時アンケートについては、観点６－１－②において分析。

● 卒業（修了）生及び就職先等の意見聴取による教育課程、教育方法の改善につ

いては、観点８－１－③において分析。

【根拠となる資料・データ等例】
・卒業（修了）後、一定年限を経過した卒業（修了）生についての意見聴取（アン

ケート、懇談会、インタビュー等）の概要及びその結果が確認できる資料
・就職先や進学先等の関係者への意見聴取（アンケート、懇談会、インタビュー

等）の概要及びその結果が確認できる資料



- 45 -

基準７ 施設・設備及び学生支援

７－１ 教育研究組織及び教育課程に対応した施設・設備等が整備され、有効に活用さ

れていること。

７－１－① 教育研究活動を展開する上で必要な施設・設備が整備され、有効に活用

されているか。

また、施設・設備における耐震化、バリアフリー化、安全・防犯面につ

いて、それぞれ配慮がなされているか。

【関係法令等】

・大学設置基準第31条第３項（科目等履修生等）、第34条（校地）、第35条（運動

場）、第36条（校舎等施設）、第37条（校地の面積）、第37条の２（校舎の面積）、

第39条（附属施設）、第39条の２（薬学実務実習に必要な施設）、第40条（機械、

器具等）、第40条の２（二以上の校地において教育研究を行う場合における施設

及び設備）、第40条の３（教育研究環境の整備）、第47条（共同学科に係る校地

の面積）、第48条（共同学科に係る校舎の面積）、第49条（共同学科に係る施設

及び設備）、第56条（国際連携学科に係る施設及び設備）、第58条（学校教育法

第百三条に定める大学についての適用除外）、第60条（段階的整備）、別表第３

（学部の種類に応じ定める校舎の面積）

・大学院設置基準第19条（講義室等）、第20条（機械、器具等）、第22条（学部等

の施設及び設備の共用）、第22条の２（二以上の校地において教育研究を行う場

合における施設及び設備）、第22条の３（教育研究環境の整備）、第24条、第34

条（共同教育課程を編成する専攻に係る施設及び設備）、第41条（国際連携専攻

に係る施設及び設備）、第45条（段階的整備）

・専門職大学院設置基準第17条（専門職大学院の諸条件）、第41条（国際連携専攻

に係る施設及び設備）、第42条（その他の基準）

・大学通信教育設置基準第10条（校舎等の施設）、第11条（通信教育学部の校地）

・障害者差別解消法第５条（社会的障壁の除去の実施についての必要かつ合理的

な配慮に関する環境の整備）

・平成15年３月31日文部科学省告示第44号（大学設置基準第45条の規定に基づく

新たに大学等を設置する場合の教員組織、校舎等の施設及設備の段階的な整備

・平成15年３月31日文部科学省告示第50号（大学院設置基準第33条の規定に基づ

く新たに大学院等を設置する場合の教員組織、校舎等の施設及び設備の段階的

な整備）

【留意点】
○ 校地、校舎の基準面積についての分析は必須。
○ 施設・設備としては、大学設置基準に規定されている「校地、運動場、体育

館、研究室、講義室、演習室、実験・実習室、情報処理学習のための施設、語
学学習のための施設その他の施設等」が挙げられるが、大学において編制され
た教育研究組織の運営及び教育課程の実現にふさわしい施設・設備が整備され、
機能しているかを分析。

○ 空地の代替措置及び運動場の代替措置を適用している場合は、その状況につ
いて分析。

○ 夜間において授業を実施している課程を置いている場合は、これら施設・設
備の利用方法、利用時間等を分析。

○ ２以上のキャンパス（サテライトキャンパスを含む。）を有する大学にあって
は、各々の整備状況等も分析。

○ 現在、耐震基準を満たしていないものについては、耐震補強や建て替えを行
う計画等が策定されているかなどを分析。

○ 施設・設備のバリアフリー化については、障害のある学生等の利用者が円滑
に利用できるよう配慮がなされているかを分析。

○ 外灯や防犯カメラの設置等、各大学固有の事情等に応じて安全・防犯面への
配慮がなされているかを分析。

○ 学生のニーズ及びその対応状況について分析。
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● ＩＣＴ環境については、観点７－１－②において分析。
● 図書館及び図書資料等については、観点７－１－③において分析。

【根拠となる資料・データ等例】
・「大学現況票」別紙様式〔提出必須〕
・各施設・設備の整備状況（面積、収容者数）、利用状況等が確認できる資料
・バリアフリー化に関する施設・設備の整備状況等が確認できる資料
・安全・防犯面への配慮がなされていることが確認できる資料
・学生のニーズの具体的事例、及びその対応状況等が確認できる資料

７－１－② 教育研究活動を展開する上で必要なＩＣＴ環境が整備され、有効に活用

されているか。

【留意点】
○ ＩＣＴ（Information and Communication Technology）とは、情報・通信に

関する技術一般の総称。この観点では、情報通信におけるコミュニケーション
の重要性を踏まえつつ、教職員及び学生が授業内外において簡単にインターネッ
トに接続できる環境の整備状況を含め、大学において編成された教育課程の遂
行に必要なＩＣＴ環境の整備状況や活用状況を分析。

○ 整備状況については、ＩＣＴ環境の整備充実に向けた取組に加え、これらを
維持・管理するためのメンテナンスやセキュリティ管理が行われているかにつ
いて分析。

○ ＩＣＴ環境に対する学生のニーズや利用満足度が把握されていれば、その資
料・データを用いて分析。

○ 授業管理を支援するための統合化されたオンラインシステム等の学習支援環
境の基盤のＩＣＴ化が行なわれている場合には、その整備と活用の状況を含めて
分析。ただし、教育課程の編成、実施、教育方法の工夫に係る状況については基

準５において分析。

【根拠となる資料・データ等例】
・情報ネットワークの整備状況（学内ＬＡＮ、情報コンセント、無線ＬＡＮ等）、

利用状況等が確認できる資料
・授業内外で学生が利用可能なパソコンの台数・利用時間等が確認できる資料
・教育コンテンツの制作、ウェブ情報のアーカイブ化等を実施している場合には、

その実施状況が確認できる資料
・情報セキュリティ管理体制、個人情報管理体制の整備状況が確認できる資料
・学生のニーズの具体的事例等、及びその対応状況等が確認できる資料

７－１－③ 図書館が整備され、図書、学術雑誌、視聴覚資料その他の教育研究上必

要な資料が系統的に収集、整理されており、有効に活用されているか。

【関係法令等】

・大学設置基準第38条（図書等の資料及び図書館）

・大学院設置基準第21条（図書等の資料）

【留意点】
○ 「系統的に収集、整理されているか」については、図書館を中心に教育研究

組織及び教育課程に応じて図書等の資料が系統的に整備され、有効に活用でき
る状態になっているかを分析。

○ 「有効に活用されているか」については、学術情報システムの整備状況や図
書館の利用時間、図書等の利用実績等を用いて分析。

○ 図書館、図書資料等の利用に対する学生のニーズや利用満足度が把握されて

いれば、その資料・データを用いて分析。

【根拠となる資料・データ等】
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・「大学現況票」別紙様式〔提出必須〕
・図書館、図書資料等の整備方針
・図書等の資料（電子ジャーナル、ソフトウェア、視聴覚教材等を含む。）の内容

等のデータ、利用実績等が確認できる資料
・学生のニーズの具体的事例等、及びその対応状況等が確認できる資料

７－１－④ 自主的学習環境が十分に整備され、効果的に利用されているか。

【留意点】
○ 自主的学習環境の整備状況については、その環境を必要とする学生が効果的

に利用できるような状態になっているかを分析。
○ 自主的学習環境に対する学生のニーズや利用満足度が把握されていれば、そ

の資料・データを用いて分析。
○ 自習室、グループ討議室、情報機器室、教室・教育設備等の授業時間外使用

等、各大学固有の事情等に応じて、自主的学習環境が十分に整備され、効果的
に利用されているかについて分析。

○ 大学院を有する場合は同様に分析。

【根拠となる資料・データ等例】
・各施設・設備の整備状況（部屋数、机、パソコン等の台数等）、利用状況等が確

認できる資料
・学生に対する利用案内及びその配布状況等が確認できる資料
・学生のニーズの具体的事例等、及びその対応状況等が確認できる資料

７－２ 学生への履修指導が適切に行われていること。また、学習、課外活動、生活や

就職、経済面での援助等に関する相談・助言、支援が適切に行われていること。

７－２－① 授業科目、専門、専攻の選択の際のガイダンスが適切に実施されている

か。

【留意点】
○ ガイダンス等の内容や実施状況について分析。
○ ガイダンス等に対する学生のニーズや利用満足度等について把握されていれ

ば、その資料・データを用いて分析。
○ 大学院を有する場合は同様に分析。

【根拠となる資料・データ等例】
・ガイダンス等の実施及び内容が確認できる資料（実施組織、対象者別実施回数、

参加者数、配布資料等）
・ガイダンス等に関するアンケート等を実施している場合は、その分析結果等

７－２－② 学習支援に関する学生のニーズが適切に把握されており、学習相談、助

言、支援が適切に行われているか。

また、特別な支援を行うことが必要と考えられる学生への学習支援を適

切に行うことのできる状況にあり、必要に応じて学習支援が行われている

か。

【関係法令等】

・教育基本法第４条第２項（教育の機会均等）

・障害者差別解消法第５条（社会的障壁の除去の実施についての必要かつ合理的

な配慮に関する環境の整備）及び第７条（行政機関等における障害を理由とする

差別の禁止）又は第８条（事業者における障害を理由とする差別の禁止）
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【留意点】
○ 学習支援に関する取組の状況のみならず、学生のニーズの把握状況について

分析。
○ オフィスアワーの設定、電子メールの活用、担任制等、各大学固有の事情等

に応じて、学習相談、助言等の学習支援が適切に行われているかについて分析。
○ 特別な支援を行うことが必要と考えられる学生には、例えば、留学生、社会

人学生、障害のある学生等が考えられる。これらの学生への学習支援の分析に
ついては、あらかじめこれらの学生の人数等に関するデータを把握した上で、
各大学固有の事情等に応じて行われている学習支援の実施状況について分析。

○ 特に障害のある学生については、関係法令の趣旨を考慮して十分に分析。
○ 特別な支援を行うことが必要と考えられる学生が現在在籍していない場合で

も、各大学固有の事情等に応じて学習支援を適切に行うことのできる状況にあ
るかについて分析。

● 施設・設備のバリアフリー化への対応については、観点７－１－①において
分析。

【根拠となる資料・データ等例】
・学生のニーズを把握する制度が確認できる資料（実施体制、実施方法等）、学生

のニーズの具体的事例等
・オフィスアワー、電子メールによる相談・助言、担任制等を実施している場合

には、その実施状況が確認できる資料
・留学生、社会人学生や障害のある学生等に対する学習支援の状況が確認できる

資料（実施体制、実施方法等）
・留学生指導教員やチューターを配置している場合は、その制度や配置状況が確

認できる資料
・留学生に対する外国語による情報提供（時間割、シラバス等）を行っている場

合は、その該当箇所
・社会人学生に対する情報提供（電子メール、ウェブサイト等）を行っている場

合は、その該当箇所（ＵＲＬ等）
・障害のある学生に対する支援（ノートテーカー等）を行っている場合は、その

制度や実施状況が確認できる資料
・特別クラス、補習授業を開設している場合は、その実施状況（受講者数等）が

確認できる資料
・学習支援の利用実績が確認できる資料

７－２－③ 通信教育を行う課程を置いている場合には、そのための学習支援、教育

相談が適切に行われているか。

【関係法令等】

・大学通信教育設置基準第12条（添削等のための組織等）

【留意点】
○ 学習支援、教育相談に関する適切な取組が行われているのみならず、利用状

況について分析。
○ 学習支援、教育相談に関する学生のニーズや利用満足度等について把握され

ていれば、その資料・データを用いて分析。

【根拠となる資料・データ等例】
・電話・郵便・電子メール等による教育相談、助言体制及びそれらを周知する資

料、ウェブサイトによる情報提供等の実施体制及び実施状況が確認できる資料
・教育相談、助言の利用実績が確認できる資料
・学生のニーズの具体的事例等

７－２－④ 学生の部活動や自治会活動等の課外活動が円滑に行われるよう支援が適
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切に行われているか。

【留意点】
○ 課外活動の支援については、課外活動施設設備の整備、及び運営資金や備品

貸与等の支援の両面において分析。
○ 大学が組織として支援すべき部活動等の範囲については、大学の判断による。

ただし、あくまでも大学の組織的活動として分析することが必要。
○ 課外活動団体等への支援実績を示す資料は、あくまでも大学の支援の実績で

あり、部等の活動実績そのものを評価するものではない。

【根拠となる資料・データ等例】
・課外活動団体等の活動内容一覧表
・課外活動施設の整備状況が確認できる資料
・課外活動団体等に運営資金や備品貸与等の支援を行っている場合は、その実績

が確認できる資料
・課外活動への支援に対する学生のニーズの具体的事例等

７－２－⑤ 生活支援等に関する学生のニーズが適切に把握されており、生活、健康、

就職等進路、各種ハラスメント等に関する相談・助言体制が整備され、適

切に行われているか。

また、特別な支援を行うことが必要と考えられる学生への生活支援等を

適切に行うことのできる状況にあり、必要に応じて生活支援等が行われて

いるか。

【関係法令等】

・学校教育法第12条（健康診断等）

・大学設置基準第42条（厚生補導の組織）、第42条の２（社会的及び職業的自立を

図るために必要な能力を培うための体制）

・学校保健安全法第13条（児童生徒等の健康診断）

・障害者差別解消法第５条（社会的障壁の除去の実施についての必要かつ合理的

な配慮に関する環境の整備）及び第７条（行政機関等における障害を理由とする

差別の禁止）又は第８条（事業者における障害を理由とする差別の禁止）

【留意点】
○ 生活支援等に関する相談・助言体制の整備・実施状況のみならず、学生のニー

ズの把握状況についても分析。
○ 社会的・職業的自立を図るために必要な能力を培うための具体的な取組及び

その指導等の実施に向けた体制が整備され、機能しているかを分析。
○ 各種相談・助言体制については、組織の役割、実施組織の人的規模やバラン

ス、組織間の連携や意思決定プロセス、責任の所在等が確認できる資料・デー
タを用いて整備状況を分析。

○ 保健センター、学生相談室、就職支援室、ハラスメント相談室の設置等、各
大学固有の事情等に応じて、学生の生活相談、健康相談、進路相談、各種ハラ
スメントの相談・助言体制の整備状況を分析。

○ 特別な支援を行うことが必要と考えられる学生としては、例えば、留学生、
障害のある学生等が考えられる。その分析に際しては、あらかじめ人数等に関
するデータを把握した上で、各大学固有の事情等に応じて行われている生活支
援の実施状況について分析。

○ 特に障害のある学生については、関係法令の趣旨を考慮して十分に分析。
○ 特別な支援を行うことが必要と考えられる者が現在在籍していない場合でも、

各大学固有の事情等に応じて生活支援を適切に行うことのできる状況にあるか
について分析。

○ 生活支援等に関する利用満足度等が把握されていれば、その資料・データを
用いて分析。

● 施設・設備のバリアフリー化への対応については、観点７－１－①において
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分析。

【根拠となる資料・データ等例】
・学生のニーズを把握する制度が確認できる資料（実施体制、実施方法等）、学生

のニーズの具体的事例等
・保健センター、学生相談室、就職支援室等を設置している場合は、その概要や

相談・助言体制（相談員、カウンセラーの配置等）が確認できる資料
・各種ハラスメント等の相談体制や対策方法が確認できる資料（取扱要項等）
・留学生や障害のある学生等に対する生活支援の状況が確認できる資料（実施体

制、実施方法等）
・留学生指導教員やチューターを配置している場合は、その制度や配置状況が確

認できる資料
・留学生に対する外国語による情報提供（健康相談、生活相談等）を行っている

場合は、その該当箇所
・障害のある学生に対するチューターを配置している場合は、その制度や配置状

況が確認できる資料
・生活支援制度の学生への周知方法（刊行物、プリント、掲示等）が確認できる

資料
・生活支援制度の利用実績が確認できる資料

７－２－⑥ 学生に対する経済面の援助が適切に行われているか。

【留意点】
○ 奨学金制度等に関する情報の学生への周知状況について分析。
○ 奨学金制度等の整備状況に加え、利用実績等について分析。
○ 経済面での援助に関する学生のニーズが把握されていれば、その資料・デー

タを用いて分析。
○ 奨学金（給付、貸与）、授業料免除、学生寄宿舎等、各大学固有の事情等に応

じて、学生の経済面の援助が適切に行われているかについて分析。
○ 留学生に対して、特別の援助を実施している場合については、その実施状況

を分析。
○ 大学院を有する場合は同様に分析。

【根拠となる資料・データ等例】
・日本学生支援機構奨学金等の利用実績が確認できる資料
・大学独自の奨学金制度等を有している場合は、その制度や利用実績が確認でき

る資料
・入学料、授業料免除等を実施している場合は、その基準や実施状況が確認でき

る資料
・学生寄宿舎を設置している場合には、その利用状況（料金体系を含む。）が確認

できる資料
・各種支援制度の学生への周知方法（刊行物、プリント、掲示等）が確認できる

資料
・上記のほか、経済面の援助の利用実績が確認できる資料
・学生のニーズの具体的事例等
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基準８ 教育の内部質保証システム

８－１ 教育の状況について点検・評価し、その結果に基づいて教育の質の改善・向上

を図るための体制が整備され、機能していること。

８－１－① 教育の取組状況や大学の教育を通じて学生が身に付けた学習成果につい

て自己点検・評価し、教育の質を保証するとともに、教育の質の改善・向

上を図るための体制が整備され、機能しているか。

【関係法令等】

・学校教育法第109条第１項（自己点検・評価）

・学校教育法施行規則第166条

【留意点】
○ 教育活動の状況及び学習成果に関するデータや資料を収集・蓄積する担当組

織、責任体制、収集・蓄積の状況を分析。
○ 教育活動の状況及び学習成果を自己点検・評価及び検証するための取組につ

いて、自己点検・評価及び検証の実施体制、具体的な検証事例等を分析。
○ 評価結果を質の向上や改善に結び付けるための継続的な取組（継続的な方策

の立案から実施までのプロセス、ＰＤＣＡサイクル等）が実施されているかを

分析。

○ 大学院を有する場合は同様に分析。

○ 認証評価に向けて実施した自己点検・評価の実施体制（上記の実施体制と重

複する場合もあり得る。）について分析。

○ この観点の分析に当たっては『大学機関別認証評価等に関するＱ＆Ａ：No.51』

（当機構ウェブサイト)及び『教育の内部質保証システム構築に関するガイドラ

イン（案）』（〃）を参照。

【根拠となる資料・データ等例】
・データや資料を収集・蓄積する担当組織、責任体制等が確認できる資料（文書

管理規則、文書保存規則等）
・教育活動の実態を示す資料・データの収集・蓄積の状況、又はこれらの資料・

データを活用して作成した報告書等
・自己点検・評価の実施組織、責任体制等が確認できる資料

・学習成果の把握状況や自己点検・評価及び検証に向けた活動状況が確認できる
資料

・評価結果を質の向上や改善に結び付けるための取組についての実施組織、責任

体制等が確認できる資料

・具体的な検証・評価事例、改善事例等

８－１－② 大学の構成員（学生及び教職員）の意見の聴取が行われており、教育の

質の改善・向上に向けて具体的かつ継続的に適切な形で活かされている

か。

【留意点】
○ 学生や教職員からの意見聴取の内容・方法のほか、その実施状況を分析。
○ 「授業評価（アンケート）」「達成度調査」「満足度評価」「学習環境評価」等、

学生や教職員からの意見聴取が行われているとともに、教育活動に係る自己点
検・評価の結果を教育の質の改善、向上に結び付ける継続的な取組（継続的な
方策の立案から実施までのプロセス、ＰＤＣＡサイクル等）を分析。

○ 意見聴取の結果を教育の質の改善、向上に結び付けた具体的事例を分析。

【根拠となる資料・データ等例】
・学生による授業評価報告書等
・学生及び教職員からの意見聴取状況（体制、組織、活動内容等）が確認できる
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資料
・学生及び教職員の意見が自己点検・評価報告書、外部評価報告書等に反映され

ている該当箇所
・評価結果のフィードバックの状況（体制、組織、活動内容等）が確認できる資

料（具体的検討事例等）
・評価結果を改善に結び付けた具体的事例等

８－１－③ 学外関係者の意見が、教育の質の改善・向上に向けて具体的かつ継続的

に適切な形で活かされているか。

【留意点】
○ 学外関係者からの意見聴取の内容・方法のほか、その実施状況を分析。
○ 卒業（修了）生、就職先等の関係者等、学外関係者の意見が、教育の状況に

関する自己点検・評価の結果等に基づき、教育の質の改善、向上に結び付ける
継続的な取組（継続的な方策の立案から実施までのプロセス、ＰＤＣＡサイク
ル等）を分析。

○ 教育の質の改善、向上に結び付けた具体的事例を分析。

【根拠となる資料・データ等例】
・学外関係者からの意見聴取状況（体制、組織、活動内容等）が確認できる資料
・学外関係者のニーズの具体的事例等
・学外関係者の意見が自己点検・評価報告書、外部評価報告書等に反映されてい

る該当箇所
・評価結果のフィードバックの状況（体制、組織、活動内容等）が確認できる資

料（具体的検討事例等）
・評価結果を改善に結び付けた具体的事例等

８－２ 教員、教育支援者及び教育補助者に対する研修等、教育の質の改善・向上を図

るための取組が適切に行われ、機能していること。

８－２－① ファカルティ・ディベロップメントが適切に実施され、組織として教育

の質の向上や授業の改善に結び付いているか。

【関係法令等】

・大学設置基準第25条の３（教育内容等の改善のための組織的な研修等）

・大学院設置基準第14条の３（教育内容等の改善のための組織的な研修等）

・専門職大学院設置基準第11条（教育内容等の改善のための組織的な研修等）

【留意点】
○ ファカルティ・ディベロップメントの実施内容・方法及び実施状況（教員参

加状況を含む。）を分析。
○ ファカルティ・ディベロップメント自体が、学生や教職員のニーズを把握し、

組織として適切に実施されていることを分析。
○ ファカルティ・ディベロップメントの後、どのような方法（システム）で改

善に結び付けるのか、また、把握された問題点等に対する具体的改善事例を示
しつつ機能状況を分析。

○ 「ファカルティ・ディベロップメント」という名称を用いることにはこだわ
らない。（名称ではなく、教員が授業内容・方法を向上させるための取組を行っ
た結果、授業にどのような改善が見られたかを分析。）

【根拠となる資料・データ等例】
・ＦＤ活動（教育方法等の研究・研修、教員相互の授業見学等）の内容・方法及

び実施状況
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・ＦＤ研修会等への教員の参加状況
・授業評価報告書の該当箇所等、教育の質の向上や授業の改善の状況が確認でき

る資料
・具体的改善方策の内容（カリキュラムや授業方法改善例等）

８－２－② 教育支援者や教育補助者に対し、教育活動の質の向上を図るための研修

等、その資質の向上を図るための取組が適切に行われているか。

【関係法令等】

・大学設置基準第42条の３（研修の機会等）

・大学院設置基準第43条（研修の機会等）

【留意点】
○ 研修等の方針、内容・方法及び実施状況等から分析。

【根拠となる資料・データ等例】
・教育支援者や教育補助者に対する研修等の方針、内容・方法及び実施状況が確

認できる資料
・教育支援者や教育補助者のニーズの具体的事例等
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基準９ 財務基盤及び管理運営

９－１ 適切かつ安定した財務基盤を有し、収支に係る計画等が適切に策定・履行され、

また、財務に係る監査等が適正に実施されていること。

９－１－① 大学の目的に沿った教育研究活動を適切かつ安定して展開できる資産を

有しているか。また、債務が過大ではないか。

【留意点】
○ 大学の目的に沿った教育研究活動を安定して遂行できるよう、校地、校舎等

の資産を保有していることを分析するとともに、債務の状況を分析。
○ 国立大学財務・経営センター債務負担金（ある場合）と長期借入金について

は、具体的使途、償還計画・償還財源について分析。
○ 長期及び短期のリース債務、長期及び短期のＰＦＩ債務の有無及び金額につ

いて分析。
○ 特定の目的のために準備された資金を有する場合には、その資金の状況、管

理、運用について分析。
○ 過去５年間程度の根拠資料・データを示しつつ分析。（土地、施設の売買等に

よる大きな変動要因が考えられることによる。）
○ 法人化されていない公立大学においては、大学の財務状況が確認できる書類

を基に分析。

【根拠となる資料・データ等例】
・貸借対照表、財産目録、予算書、決算書等の財務諸表、財務比率、債務償還計

画

９－１－② 大学の目的に沿った教育研究活動を適切かつ安定して展開するための、

経常的収入が継続的に確保されているか。

【留意点】
○ 過去の収入（授業料・外部資金等）の状況から教育研究活動を安定して展開

するための経常的収入が確保されていることを分析。
○ 過去５年間程度の根拠資料・データを示しつつ分析。
○ 学生納付金収入の継続的確保についての側面から、学生の収容定員と在学者

数との関係を分析。
○ 学生納付金収入以外の経常的収入の確保状況も分析。
○ 法人化されていない公立大学においては、自主財源、設置者からの一般財源

の繰入れ、及び外部資金の獲得状況等を示しつつ分析。
○ 複数の大学等を設置する法人で大学等ごとの収入及び費用のセグメント情報

を作成している場合には、それを用いて大学としての収入状況も分析。

【根拠となる資料・データ等例】
・キャッシュフロー計算書、資金収支計算書等の財務諸表
・複数の大学等を設置する法人の場合は、大学等ごとの収入及び費用のセグメント

情報

・経常的収入の確保等の状況（学生納付金・在学生数、外部資金等）

９－１－③ 大学の目的を達成するための活動の財務上の基礎として、収支に係る計

画等が適切に策定され、関係者に明示されているか。

【留意点】
○ 「収支に係る計画等が適切に策定」については、収支予算（補正を含む。）案

の作成から決定に至るまでのプロセスを、具体的な担当組織・部署名を挙げて

分析。
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○ 複数の大学等を設置する法人については、法人としての収支計画の決定プロセ
スに大学がどのように関わっているかについても分析。

○ 「関係者」の範囲は、例えば教職員、学生及び費用負担者のほか、利害関係
者等が考えられる。

【根拠となる資料・データ等例】
・財務計画及びその審議・決定状況が確認できる資料

・財務計画等の明示方法が確認できる資料

９－１－④ 収支の状況において、過大な支出超過となっていないか。

【留意点】
○ 収支に係る計画等に基づいた収支の状況について分析。
○ 過去５年間程度の根拠資料・データを示しつつ分析。
○ 法人化されていない公立大学においては、予算書・決算書等を基に分析。

○ 複数の大学等を設置する法人で、大学等ごとの収入及び費用のセグメント情
報を作成している場合には、それを用いて大学としての収支状況も分析。

【根拠となる資料・データ等例】
・貸借対照表、損益計算書、消費収支計算書等の財務諸表、財務比率

・複数の大学等を設置する法人の場合は、大学等ごとの収入及び費用のセグメント

情報

９－１－⑤ 大学の目的を達成するため、教育研究活動（必要な施設・設備の整備を

含む。）に対し、適切な資源配分がなされているか。

【関係法令等】

・大学設置基準第40条の３（教育研究環境の整備）

・大学院設置基準第22条の３（教育研究環境の整備）

・専門職大学院設置基準第42条（その他の基準）

【留意点】
○ 資源配分に係る方針及び計画に基づいて作成された資料・データを用いて教

育経費又は研究経費等への配分状況及びプロセスを分析。
○ 施設・設備に対する予算配分の方針及び配分状況についても分析。

【根拠となる資料・データ等例】
・資源配分に係る方針及びその審議・策定状況が確認できる資料
・教育経費、研究経費、施設設備整備費の配分状況が確認できる資料
・学長裁量経費等の戦略的経費を設定している場合は、その資源配分状況が確認

できる資料
・施設・設備整備計画（マスタープラン）が確認できる資料

９－１－⑥ 財務諸表等が適切に作成され、また、財務に係る監査等が適正に実施さ

れているか。

【関係法令等】

・国立大学法人法第35条で準用する独立行政法人通則法第38条（財務諸表等）、第

39条（会計監査人の監査）、地方独立行政法人法第34条（財務諸表等）、第35条

（会計監査人の監査）、私立学校法第47条（財産目録等の備付け及び閲覧）、私

立学校振興助成法第14条（書類の作成等）、地方自治法第199条等、それぞれの

設置形態別に定められた法令
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【留意点】
○ 財務諸表等の作成プロセスについて、具体的な担当組織・部署名を挙げて分
析。

○ 会計監査等（監事監査、会計監査人監査、内部監査等）の内容・方法、実施
状況及び各監査の連携状況について分析。

○ 内部監査の方法や体制において、独立性（内部統制）が担保されているかを
分析。

○ 「財務諸表等が適切な形で作成」については、財務諸表等の構成並びに作成
上の手続き等が関係法令に基づき行われているかを分析。

○ 法人化されていない大学において、設置者の責任において大学の財務の状況
を示す資料が作成されている場合はその状況について分析。

【根拠となる資料・データ等例】
・会計監査に係る実施体制が確認できる資料（組織構成図、監査規則等）
・会計監査に係る実施状況が確認できる資料

・財務諸表等の財務状況を示す資料

・監査の連携状況が具体的に確認できる資料（意見交換の議事録等）

・監査報告書（会計に関する監事監査、内部監査について報告書が作成されている

場合にはそれらの報告書）

９－２ 管理運営体制及び事務組織が適切に整備され、機能していること。

９－２－① 管理運営のための組織及び事務組織が、適切な規模と機能を持ってい

るか。また、危機管理等に係る体制が整備されているか。

【関係法令等】

・学校教育法第92条（学長、教授その他の職員）

・大学設置基準第13条の２（学長の資格）、第41条（事務組織）

・大学院設置基準第42条（事務組織）

・専門職大学院設置基準第42条（その他の基準）

・研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン（平成26年８月、

文部科学大臣決定）

【留意点】
○ 管理運営組織及び事務組織の状況について、その役割や人員の配置状況を示

しつつ、規模や機能状況を分析。
○ 危機管理等に係る体制については、予期できない外的環境の変化等への対応、

構成員への法令遵守や研究倫理遵守を含めた危機管理等に対応する体制や当該
組織の整備状況を分析。

【根拠となる資料・データ等例】
・管理運営組織及び事務組織の組織図、業務分掌、人員の配置状況等が確認でき

る資料
・管理運営組織及び事務組織と、教学関係委員会等との連携体制が確認できる資

料
・危機管理等に関する体制が確認できる資料（危機管理マニュアル等）、組織図
・科学研究費助成事業等の不正使用防止への取組等が確認できる資料
・研究倫理遵守に関する体制が確認できる資料
・施設設備の安全管理体制等が確認できる資料
・管理運営に関する方針が確認できる資料
・関係諸規則の整備状況が確認できる資料（規則集の目次、当該規則の該当箇所

等）
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９－２－② 大学の構成員（教職員及び学生）、その他学外関係者の管理運営に関す

る意見やニーズが把握され、適切な形で管理運営に反映されているか。

【留意点】
○ 教職員及び学生、その他学外関係者の管理運営に関する意見やニーズを組織

的に把握しているかを分析。
○ 意見やニーズを把握する制度に加え、その実施状況、意見やニーズの把握状

況を分析。
○ 把握された意見やニーズの管理運営への反映事例を分析。

【根拠となる資料・データ等例】
・各関係者との懇談会、外部評価の実施状況が確認できる資料
・学生の満足度調査や卒業（修了）生調査等を実施している場合は、その分析結

果等
・教職員及び学生、その他学外関係者の意見やニーズの具体的事例等
・把握された意見やニーズの管理運営への具体的な反映状況が確認できる資料

９－２－③ 監事が置かれている場合には、監事が適切な役割を果たしているか。

【関係法令等】
・国立大学法人法第11条（役員の職務及び権限）、第35条で準用する独立行政法人

通則法第38条（財務諸表等）、地方独立行政法人法第12条（役員）、第13条（役

員の職務及び権限）、第14条（役員の任命）、私立学校法第37条（役員の職務）

等、それぞれの設置形態別に定められた法令

【留意点】
○ 監事の監査の内容・方法及び実施状況等を分析。
○ 財務（会計）監査の実施状況のみならず、業務監査の実施状況を分析。

○ 監事による監査とそれ以外の内部監査等の体制、実施、連携の状況について分

析。

【根拠となる資料・データ等例】
・監事に関する規則
・監事による監査の状況が確認できる資料
・監事による監査報告書、意見書

９－２－④ 管理運営のための組織及び事務組織が十分に任務を果たすことができる

よう、研修等、管理運営に関わる職員の資質の向上のための取組が組織的

に行われているか。

【関係法令等】

・大学設置基準第42条の３（研修の機会等）

・大学院設置基準第43条（研修の機会等）

【留意点】
○ 管理運営に関わる研修等の方針、内容及び実施状況等を分析。

○ 大学が独自に実施する研修のほか、国立大学協会の大学マネジメントセミ

ナー、公立大学協会の公立大学職員セミナー等、管理運営に関わる職員の資質

の向上のための取組が組織的に行われているかを分析。

【根拠となる資料・データ等例】
・管理運営に関わる職員の研修の目的や方針が確認できる資料
・管理運営に関わる職員の研修の内容及び実施状況が確認できる資料
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９－３ 大学の活動の総合的な状況に関する自己点検・評価が実施されているとともに、

継続的に改善するための体制が整備され、機能していること。

９－３－① 大学の活動の総合的な状況について、根拠となる資料やデータ等に基

づいて、自己点検・評価が行われているか。

【関係法令等】

・学校教育法第109条第１項（自己点検・評価及び認証評価制度）

・学校教育法施行規則第152条、第158条、第166条

【留意点】

○ 大学の活動の総合的な状況についての自己点検・評価の実施方針、実施体制、

実施項目、実施状況を分析。

【根拠となる資料・データ等例】
・自己点検・評価の実施方針、実施体制、実施項目、実施状況が確認できる資料
・自己点検・評価報告書の該当箇所

９－３－② 大学の活動の状況について、外部者（当該大学の教職員以外の者）によ

る評価が行われているか。

【留意点】
○ 外部者による評価の実施方法及び実施状況を分析。

○ 認証評価、国立大学法人評価、地方独立行政法人評価、その他の外部評価等、

大学が実施している外部者による評価について分析。

【根拠となる資料・データ等例】
・外部者による評価の実施状況が確認できる資料（実施要項、実施日程、外部評

価委員名簿等）
・外部者による評価報告書の該当箇所

９－３－③ 評価結果がフィードバックされ、改善のための取組が行われているか。

【留意点】
○ 自己点検・評価、外部者による評価の評価結果を質の向上や改善に結び付け

る継続的な取組（継続的な方策の立案から実施までのプロセス、ＰＤＣＡサイ
クル等）が確認できる資料・データ（組織の役割、構成、実施組織の人的規模
やバランス、組織間の連携、意思決定プロセス、責任の所在等）を用いて取組
状況を分析。

○ 改善に結び付けた具体的な事例を分析。
○ 以前に大学機関別認証評価を受けた際に改善の指摘を受けている場合は、改

善に向けた取組や改善状況を分析。
○ 設置計画履行状況等調査（アフターケア）で留意事項等が付されている場合

は、改善に向けた取組や改善状況を分析。
○ 私立大学においては、大学等設置に係る寄附行為（変更）認可後の財政状況

及び施設等整備状況調査結果（財政状況等のアフターケア）で留意事項等が付
されている場合は、改善に向けた取組や改善状況を分析。

【根拠となる資料・データ等例】
・評価結果をフィードバックする組織、体制、活動の状況が確認できる資料（具

体的検討事例等）
・具体的改善方策、改善事例等
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・指摘事項とその改善状況が確認できる資料
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基準10 教育情報等の公表

10－１ 大学の教育研究活動等についての情報が、適切に公表されることにより、説明

責任が果たされていること。

10－１－① 大学の目的（学士課程であれば学部、学科又は課程等ごと、大学院課程

であれば研究科又は専攻等ごとを含む。）が、適切に公表されるとともに、

構成員（教職員及び学生）に周知されているか。

【関係法令等】

・学校教育法施行規則第172条の２

【留意点】
○ 構成員以外の社会一般に対し、刊行物の配布・ウェブサイトへの掲載等の方

法により広く公表しているか、公表状況を分析。
○ 大学の目的を構成員（教職員（非常勤を含む）及び学生）に対して周知する

ための組織的な取組（各種会議、新任教職員研修、新入生ガイダンス等）が実
施されているか、周知状況を分析。

○ 大学院を有する場合は同様に分析。

【根拠となる資料・データ等例】
・教職員の各種会議や研修等で周知のための取組がなされている場合には、その

記録や資料等
・授業や新入生ガイダンス、入試説明会等で周知のための取組がなされている場

合には、その記録や資料等
・教職員及び学生に対する大学の目的の認知度に関するアンケート等が行われて

いる場合には、その結果等周知の程度や効果を示す資料・データ
・公表や周知の程度等を示す資料・データ（刊行物等の配布先、ウェブサイトの

アクセス状況等）

10－１－② 入学者受入方針、教育課程の編成・実施方針及び学位授与方針が適切に

公表、周知されているか。

【関係法令等】

・学校教育法施行規則第172条の２

【留意点】
○ 大学内の関係者に対して、各種会議やガイダンス等での説明、刊行物等の配

布等の方法により周知を図っているかを分析。
○ 学外の関係者に対して、刊行物の配布・ウェブサイトへの掲載、入試説明会

等での説明等の方法により広く公表しているかを分析。
○ 大学院を有する場合は同様に分析。

【根拠となる資料・データ等例】
・各方針が記載されているウェブサイトの掲載箇所（ＵＲＬ等）、刊行物等の該当

箇所
・公表や周知の程度や効果を示す資料・データ（刊行物の配布先、ウェブサイト

のアクセス状況等）

10－１－③ 教育研究活動等についての情報（学校教育法施行規則第172条の２に規定

される事項を含む。）が公表されているか。

【関係法令等】

・学校教育法第109条第１項（自己点検・評価及び認証評価制度）、第113条（教育
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研究活動の公表）
・学校教育法施行規則第172条の２
・教育職員免許法施行規則第22条の６
・平成15年３月31日文部科学省告示第53号（専門職大学院設置基準第５条第１項

の規定に基づく専門職大学院に関し必要な事項）第３条第２項（法科大学院の
入学者選抜）

・財務諸表等の公表については、例えば、国立大学法人における、独立行政法人
等の保有する情報の公開に関する法律第22条及び独立行政法人等の保有する情
報の公開に関する法律施行令第12条（情報提供の方法及び範囲）など情報公開
に関する法令等、それぞれの設置形態別に定められた法令

【留意点】
○ 学校教育法施行規則第172条の２に示されている教育情報（観点10－１－①、

②で分析するものを除く）、自己点検・評価の結果、及び財務諸表等の教育研究
活動等についての情報が、刊行物の発行やウェブサイトへの掲載等により公表
されているかを資料・データを用いて分析。

○ 教員の養成の状況について、認定課程を有する大学は、その情報が刊行物の
発行やウェブサイトへの掲載等により公表されているかを資料・データを用い
て分析。

○ 財務諸表等の公表については、法人化されていない公立大学において、設置
者の責任において大学の財務の状況が公表されている場合は、その公表状況に
ついて分析。大学が独自に、財務の状況を公表している場合はその状況を含め
て分析。

○ 観点７－１－①において、空地の代替措置及び運動場の代替措置の適用に関
して分析した場合には、その状況の公表状況について分析。

○ 上記以外にも、教育研究活動等の状況や、その活動の成果に関する情報を、
社会に発信している場合は、その発信状況について分析。

○ 教育研究活動等の状況についての情報を、外国語において発信している場合
は、その発信状況について分析。

【根拠となる資料・データ等例】
・教育研究活動等についての情報の公表状況（刊行物、ウェブサイト（ＵＲＬ等）

への掲載等の該当箇所）が確認できる資料



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /None
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (U.S. Web Coated \050SWOP\051 v2)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Error
  /CompatibilityLevel 1.4
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /CMYK
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveFlatness true
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments true
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages true
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 300
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages true
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 300
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages true
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile ()
  /PDFXOutputConditionIdentifier ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName ()
  /PDFXTrapped /False

  /CreateJDFFile false
  /Description <<

    /BGR <>
    /CHS <FEFF4f7f75288fd94e9b8bbe5b9a521b5efa7684002000410064006f006200650020005000440046002065876863900275284e8e9ad88d2891cf76845370524d53705237300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c676562535f00521b5efa768400200050004400460020658768633002>
    /CHT <FEFF4f7f752890194e9b8a2d7f6e5efa7acb7684002000410064006f006200650020005000440046002065874ef69069752865bc9ad854c18cea76845370524d5370523786557406300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c4f86958b555f5df25efa7acb76840020005000440046002065874ef63002>
    /CZE <>
    /DAN <>
    /DEU <>
    /ESP <>
    /ETI <>
    /FRA <>
    /GRE <>

    /HRV (Za stvaranje Adobe PDF dokumenata najpogodnijih za visokokvalitetni ispis prije tiskanja koristite ove postavke.  Stvoreni PDF dokumenti mogu se otvoriti Acrobat i Adobe Reader 5.0 i kasnijim verzijama.)
    /HUN <>
    /ITA <>
    /JPN <FEFF9ad854c18cea306a30d730ea30d730ec30b951fa529b7528002000410064006f0062006500200050004400460020658766f8306e4f5c6210306b4f7f75283057307e305930023053306e8a2d5b9a30674f5c62103055308c305f0020005000440046002030d530a130a430eb306f3001004100630072006f0062006100740020304a30883073002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee5964d3067958b304f30533068304c3067304d307e305930023053306e8a2d5b9a306b306f30d530a930f330c8306e57cb30818fbc307f304c5fc59808306730593002>
    /KOR <FEFFc7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c5ec0020ace0d488c9c80020c2dcd5d80020c778c1c4c5d00020ac00c7a50020c801d569d55c002000410064006f0062006500200050004400460020bb38c11cb97c0020c791c131d569b2c8b2e4002e0020c774b807ac8c0020c791c131b41c00200050004400460020bb38c11cb2940020004100630072006f0062006100740020bc0f002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e00300020c774c0c1c5d0c11c0020c5f40020c2180020c788c2b5b2c8b2e4002e>
    /LTH <>
    /LVI <>
    /NLD (Gebruik deze instellingen om Adobe PDF-documenten te maken die zijn geoptimaliseerd voor prepress-afdrukken van hoge kwaliteit. De gemaakte PDF-documenten kunnen worden geopend met Acrobat en Adobe Reader 5.0 en hoger.)
    /NOR <>
    /POL <>
    /PTB <>
    /RUM <>
    /RUS <>
    /SKY <>
    /SLV <>
    /SUO <>
    /SVE <>
    /TUR <>
    /UKR <>
    /ENU (Use these settings to create Adobe PDF documents best suited for high-quality prepress printing.  Created PDF documents can be opened with Acrobat and Adobe Reader 5.0 and later.)
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides false
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /ConvertColors /ConvertToCMYK
      /DestinationProfileName ()
      /DestinationProfileSelector /DocumentCMYK
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /MediumResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure false
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles false
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /DocumentCMYK
      /PreserveEditing true
      /UntaggedCMYKHandling /LeaveUntagged
      /UntaggedRGBHandling /UseDocumentProfile
      /UseDocumentBleed false
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [2400 2400]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice


